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（凡例） 
 １ 文中に用いる本年度とは令和元年度（平成 31 年度）をいい、前年度とは平成３０年度

をいう。 
 ２ 文中及び表中の年度について、「令和元年度（平成31年度）」は、「令和元年度」または

「元年度」と表記する。 
 ３ 決算額として円単位まで記載することを原則としているが、経年比較のため文中及び表

中で千円単位で表示しているものがある。この場合、単位未満を四捨五入しており、表中

において内訳の計と合計が一致しない場合がある。 
 ４ 文中及び表中の比率は、原則として小数第２位を四捨五入し、小数第１位までを表示し

た。このため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。 
 ５ 文中に用いるポイントとは、パーセンテージ間の単純差引数値である。 
 ６ 文中及び表中の符号の用法は、次のとおりである。 

「 － 」… 該当数値のないものを表す。 
「 △ 」… 減を表す。 
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令和元年度（平成31年度）葛飾区各会計歳入歳出決算等の審査意見について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第２項の規定に基づき、令和元年

度（平成31年度）葛飾区各会計歳入歳出決算及び証書類その他政令で定める書類を審査

したので、次のとおり意見を付する。 

 





令和元年度（平成 31年度）葛飾区各会計歳入歳出決算等の審査意見 

 

 
第１ 審査の概要 

 

１ 審査の対象 

 

令和元年度（平成 31年度） 葛飾区各会計歳入歳出決算書 

同             葛飾区各会計歳入歳出決算事項別明細書 

同             葛飾区各会計実質収支に関する調書 

同             葛飾区財産に関する調書 

 

 

 

 

２ 審査の期間 

 

  令和２年８月３日から令和２年８月２４日まで 

 

 

 

３ 審査の方法 

 

  この審査にあたっては、区長から送付された各会計歳入歳出決算書その他前記の

書類に基づき、これらの決算計数と関係帳票との照合、計数の検算、分析等により

決算書式及び決算額の正否を確かめるとともに、前年度等との比較により財政状況

の推移を把握した。 

  また、主要な事務事業を選定して、関係部局のヒアリングを実施するとともに、

定期監査及び例月出納検査の結果も踏まえて審査を行った。 
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第２ 審査の結果 

 
審査に付された各会計歳入歳出決算書、各会計歳入歳出決算事項別明細書、各会計実

質収支に関する調書及び財産に関する調書は、関係法令に準拠して調製され、その計数

は証拠書類と照合した結果、いずれも誤りがないものと認められた。また、予算の執行

及び財政運営状況についても適正であると認められた。 
 

１ 決算の総括 

 

（１）各会計歳入歳出決算の総額 

 

  
本年度各会計の総計は、歳入総額３，０６５億８，０３１万５，１９３円、歳出総額

２，９２９億８，９６８万６，６６４円である。 
 
 
（２）一般会計の決算状況    

 

 
一般会計の決算状況は、歳入総額２，１０７億１，０２６万６，６９２円、歳出総額

１，９７８億６，５９３万３，６０１円で、前年度に比べ、歳入において５８億４，１

１９万１，８９８円（２．９％）の増、歳出において３１億４，３７２万６，８３５円

（１．６％）の増である。 

（単位：円）

区　　分 歳入額 歳出額 差引額

一　般　会　計 210,710,266,692 197,865,933,601 12,844,333,091

国民健康保険事業特別会計 45,771,291,410 45,512,387,054 258,904,356

後期高齢者医療事業特別会計 10,398,352,204 10,398,352,204 0

介護保険事業特別会計 39,015,515,058 38,528,613,919 486,901,139

駐車場事業特別会計 684,889,829 684,399,886 489,943

計 306,580,315,193 292,989,686,664 13,590,628,529

元年度 ３０年度 増減額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

歳入額 210,710,266,692 204,869,074,794 5,841,191,898 2.9

歳出額 197,865,933,601 194,722,206,766 3,143,726,835 1.6

（単位：円・％）

区　分

一般会計
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（３）特別会計の決算状況   

 

 

 国民健康保険事業特別会計は、歳入が４５７億７，１２９万１，４１０円、歳出が４

５５億１，２３８万７，０５４円で、前年度に比べ、歳入で２１億２，０７２万４，７

６１円（４．４％）の減、歳出で２０億１，６８１万７，１３０円（４．２％）の減で

ある。 

  

後期高齢者医療事業特別会計は、歳入・歳出とも１０３億９，８３５万２，２０４円

で、前年度に比べ、歳入・歳出とも３億８，３６０万４，５３４円（３．８％）の増で

ある。 

 

介護保険事業特別会計は、歳入が３９０億１，５５１万５，０５８円、歳出が３８５

億２，８６１万３，９１９円で、前年度に比べ、歳入で８億８，２５２万４，０９８円

（２．３％）の増、歳出で１１億３，５２６万９，５７８円（３．０％）の増である。 

 

駐車場事業特別会計は、歳入が６億８，４８８万９，８２９円、歳出が６億８，４３

９万９，８８６円で、前年度に比べ、歳入で９３８万６，９７６円（１．４％）の減、

歳出で９２４万６，７２６円（１．３％）の減である。 

 

元年度 ３０年度 増減額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

国 民 健 康 保 険
歳入額 45,771,291,410 47,892,016,171 △ 2,120,724,761 △ 4.4

事 業 特 別 会 計
歳出額 45,512,387,054 47,529,204,184 △ 2,016,817,130 △ 4.2

後期高齢者医療
歳入額 10,398,352,204 10,014,747,670 383,604,534 3.8

事 業 特 別 会 計
歳出額 10,398,352,204 10,014,747,670 383,604,534 3.8

介 護 保 険 事 業
歳入額 39,015,515,058 38,132,990,960 882,524,098 2.3

特 別 会 計
歳出額 38,528,613,919 37,393,344,341 1,135,269,578 3.0

駐 車 場 事 業
歳入額 684,889,829 694,276,805 △ 9,386,976 △ 1.4

特 別 会 計
歳出額 684,399,886 693,646,612 △ 9,246,726 △ 1.3

（単位：円・％）

区　分
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２ 普通会計による財務分析 

 
普通会計とは、各地方公共団体の財政状況の把握、地方財政の比較分析等のため統

計上、統一的に用いられる会計であり、総務省の定める基準により各地方公共団体の

会計を再構築したものである。 
 

（１）普通会計の決算収支 

 

 

（２）財政指標 

財政指標は、財政構造の健全性や弾力性を判断するのに用いられ、普通会計の決算

数値などから算出される。 

  

ア 実質収支比率 

実質収支比率は、標準財政規模に対する実質収支額の割合をいい、財政運営状況を

判断する指標の一つである。本年度は、１０．２％の黒字で、前年度より１．８ポイ

ントの増となった。これは特別区交付金の増などにより分母である標準財政規模が前

年度比２．３％、２６億８，４３４万円の増となる一方で、分子である実質収支額が

前年度比２４．０％、２４億９８４万６千円の増となったことによる。 
 

イ 財政力指数 

財政力指数は、基準財政需要額に対する基準財政収入額の割合で直近３か年の平均

で示され、一般的にこの指数が大きいほど財政力が強いとされている。本区は、平成

２９年度から令和元年度まで０．３４～０．３６で推移しており、いずれも特別区平

均を下回っている。 
 

ウ 経常収支比率 

経常収支比率は、人件費、扶助費、公債費等のように容易に縮減することが困難な

経常的経費に、地方税を中心とする経常一般財源がどの程度充当されているかによっ 

歳入総額 歳出総額 差引額 ※翌年度へ繰り 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ 越すべき財源Ｄ Ｃ－Ｄ

元年度 209,900,242 197,055,909 12,844,333 397,806 12,446,527

３０年度 202,811,896 192,665,029 10,146,867 110,186 10,036,681

（単位：千円）

区　分

※ 翌年度へ繰り越す事業の支出に充てるための財源のうち既に収入済のものである。

葛飾区 特別区平均 葛飾区 特別区平均 葛飾区 特別区平均

実質収支比率 10.2% 5.4% 8.4% 5.2% 10.2% 6.1%

財政力指数 0.34 0.54 0.35 0.54 0.36 0.55

経常収支比率 77.6% 79.1% 78.1% 79.1% 79.2% 79.8%

公債費負担比率 0.9% 2.5% 1.0% 2.2% 3.1% 2.6%

（注）元年度の表中の数値は、速報値である。

財政指標
元年度 ３０年度 ２９年度
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て、財政構造の弾力性を判断する指標で、一般的に７０～８０％が適正水準と考えら

れている。本年度は、前年度比０．４ポイント減の７７．６％と適正水準にあり、特

別区平均と比べても１．５ポイント下回っている。これは、物件費や繰出金の増によ

り、分子が１９億４，４７０ 万３千円の増となった一方で、特別区交付金や特別区税

の増により分母が３２億２９０万４千円の増となったことによる。  
 

エ 公債費負担比率 

公債費負担比率は、公債費充当一般財源（地方債の元利償還金等の公債費に充当さ

れた一般財源）が一般財源総額に対し、どの程度の割合になっているかを示す指標で

ある。比率が高いほど財政運営の硬直化を示し、一般的には１５％が警戒ラインとさ

れている。本年度は、特別区交付金や特別区税の増などにより分母である一般財源総

額が増加したことに加え、元利償還の進捗により、分子である公債費充当一般財源が

減少したため、前年度比０．１ポイント減の０．９％となっており、適正な範囲にあ

る。 
 
（３）性質別歳出 

地方公共団体の歳出を、その性質によって、義務的経費、投資的経費及びその他の

経費に大別したものである。義務的経費は、人件費、扶助費、公債費からなり、いず

れも法令等によって支出が義務づけられている経費であり、投資的経費は将来のため

に投資する公共事業や災害復旧事業などに要する経費である。 

 

増減額 増減率

決算額Ａ 構成比 決算額Ｂ 構成比 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

98,623,594 50.0 96,438,849 50.1 2,184,745 2.3

人件費 28,228,224 14.3 28,503,118 14.8 △ 274,894 △ 1.0

扶助費 69,193,267 35.1 66,551,074 34.5 2,642,193 4.0

公債費 1,202,103 0.6 1,384,657 0.7 △ 182,554 △ 13.2

24,997,449 12.7 21,614,438 11.2 3,383,011 15.7

補助事業費 9,132,299 4.6 6,114,112 3.2 3,018,187 49.4

単独事業費 15,865,150 8.1 15,500,326 8.0 364,824 2.4

73,434,866 37.3 74,611,742 38.7 △ 1,176,876 △ 1.6

物件費 30,156,730 15.3 26,652,907 13.8 3,503,823 13.1

維持補修費 2,063,684 1.0 2,157,174 1.1 △ 93,490 △ 4.3

補助費等 10,291,235 5.2 10,030,259 5.2 260,976 2.6

積立金 11,411,723 5.8 16,452,628 8.5 △ 5,040,905 △ 30.6

貸付金 2,590,872 1.3 3,089,048 1.6 △ 498,176 △ 16.1

繰出金 16,920,622 8.6 16,229,726 8.4 690,896 4.3

197,055,909 100.0 192,665,029 100.0 4,390,880 2.3合　計

（単位：千円・％）

区　　分
元年度 ３０年度

義務的経費

投資的経費

その他の経費
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義務的経費は、９８６億２，３５９万４千円で、前年度に比べ２１億８，４７４万５

千円（２．３％）の増となっている。これは、減税補てん債に係る元金償還の減などに

より、公債費が１３．２％の減となったものの、私立保育所運営費助成や児童扶養手当

などの増により、扶助費が４．０％の増となったことによる。また、人件費は職員構成

の若年化などにより微減となっている。なお、決算総額から見た義務的経費の構成比は

前年度より０．１ポイント下回っている。 

 

投資的経費は、２４９億９，７４４万９千円で、前年度に比べ３３億８，３０１万１

千円（１５．７％）の増となっている。これは、補助事業費において、私立保育所施設

整備費助成経費や四つ木地区密集事業経費などが増となり、単独事業費において、特別

養護老人ホーム整備費助成経費やクライミング施設建設経費などが増となったことによ

る。なお、決算総額から見た投資的経費の構成比は前年度より１．５ポイント上回って

いる。 

 

その他の経費は、７３４億３，４８６万６千円で、前年度に比べ１１億７，６８７万

６千円（１．６％）の減となっている。これは、ＩＣＴ基盤管理運営経費などの物件費

が１３．１％の増となったものの、まちづくり基金積立金などの積立金が３０．６％の 

減となったことなどによる。なお、決算総額から見たその他の経費の構成比は３７．３ 

％で、前年度より１．４ポイント下回っている。 

 

性質別歳出の年度推移は、次のとおりである。 
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２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

義務的経費 投資的経費 その他の経費（百万円）

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比

義務的経費 94,872 52.3 98,396 52.6 98,725 51.2 96,439 50.1 98,624 50.0

投資的経費 18,063 10.0 20,624 11.0 25,337 13.1 21,614 11.2 24,997 12.7

その他の経費 68,415 37.7 68,060 36.4 68,738 35.7 74,612 38.7 73,435 37.3

合　計 181,350 100.0 187,080 100.0 192,799 100.0 192,665 100.0 197,056 100.0

（注）決算額は、５年にわたる経年変化を見るため、百万円単位で表示している。

（単位：百万円・％）

区　分
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

− 6 −



３ 総 括 意 見 

 
令和元年度の本区の普通会計決算を見ると、歳入総額は２，０９９億円（前年度比３．５％

増）である。このうち特定財源は８４１億８５百万円で、国庫支出金や都支出金の増などに

より、３１億３４百万円、３．９％の増に、また、一般財源は１，２５７億１５百万円で、

特別区交付金や特別区税の増などにより、３９億５４百万円、３．２％の増となった。歳入

に占める一般財源の割合は、５９．９％（前年度比０．１％減）と前年度とほぼ同じ割合に

なった。 
歳出総額は１，９７０億５６百万円（前年度比２．３％増）である。このうち義務的経費

は９８６億２４百万円で、私立保育所運営費助成や児童扶養手当の増など扶助費の増により

２１億８５百万円、２．３％の増となった。また、投資的経費は２４９億９７百万円で、私

立保育所施設整備費助成や特別養護老人ホーム整備費助成、クライミング施設建設経費など

の増により、３３億８３百万円、１５．７％の増となった。また、その他の経費はＩＣＴ基

盤管理運営経費などの物件費や介護保険特別会計繰出金が増となった一方で、まちづくり基

金積立金や土地開発公社貸付金が減となったことにより、１１億７７百万円、１．６％の減

となっている。 
 実質収支額は１２４億４７百万円の黒字、実質収支比率は１０．２％で前年度の８．４％

から１．８ポイント増加した。これは、分母である標準財政規模が２６億８４百万円の増と

なった一方で、分子である実質収支額が２４億１０百万円の増となったことによる。 
経常収支比率は、前年度から０．４ポイント減の７７．６％となった。これは、物件費や

繰出金の増により分子が１９億４５百万円の増となった一方で、特別区交付金や特別区税の

増などにより分母が３２億３百万円の増となったことによる。 
 特別区債残高は、前年度比６億７８百万円増の１３８億６４百万円となった。また、基金

積立金は、公共施設整備基金、総合庁舎整備基金、新金貨物線旅客化整備基金、教育施設整

備積立基金などに積立てを行った結果、前年度比５３億７５百万円増の１，３０２億１１百

万円となった。 
 
 令和元年度は、平成３０年度に策定した後期実施計画の初年度にあたり、「災害対応力の

強化」や「子育て環境の充実」、「地域包括ケアシステムの深化・推進」、「かつしか学力向上

プランの取組」、「魅力ある観光まちづくり」などに重点的に予算を配分した。決算審査とし

て本年度は１０の事業について所管部にヒアリングを実施したが、そのうち主な事業につい

て次に記述する。 
 「子ども未来プラザ鎌倉」は、妊娠期から子どもが成人するまで一貫したサポートを実施

する葛飾区版ネウボラ推進の一翼を担う施設として、令和２年１月に開設した。南鎌倉保育

園を中心とし、各種の一般事業を展開している。今後、この施設建設・運営で得たノウハウ

を生かし区内６か所で子ども未来プラザの整備を行っていくことになる。一般利用部分をさ 

らに充実していくことを希望する。 

 「おでかけあんしん保険」事業は、「おでかけあんしん事業」の登録者に区が保険をかけ

て、徘徊に起因する鉄道事故などの際に家族への損害賠償を補償するものである。特別区で

は最も早く導入し、５億円という高額の補償金額は全国的にも例がない先進的な事業であっ
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た。好評を得て予想を上回るペースで登録者が増えている。登録者の増加に伴い登録者情報

管理に支障が生じないよう、配慮いただきたい。 

 「公共交通網の充実～バス交通の充実」については、区民の交通利便性を高める循環バス

導入などの検討、ベンチや上屋などの利便施設の整備助成、サイクル＆バスライドの整備な

どを実施している。高齢者の増加により、今後さらにバス利用の必要性が高まってくると考

えられる状況下で、社会実験を経て持続可能なバス路線を開発してきたものである。循環バ

ス導入は、区民に必要な交通手段の確保という要請に応える手段として大いに期待する。 

 「ふるさと納税の推進」は、区の特産品や魅力あるサービスを返礼品とすることにより、

区の魅力を感じ取ってもらい、本区にふるさと納税をする人を増やし、地域産業の活性化や

観光客の誘致を図り地域の活性化につなげるものである。地方の一部自治体が実施している

高額返礼品には及ばないまでも、本区の魅力をふるさと納税の仕組みで発信していく努力を

続け、地方の納税者からの本区へのふるさと納税につなげていただきたい。 

 

 審査の結果、令和元年度における歳入歳出決算は適正に執行されており、各財政指標は本

区の財政の健全化と弾力性を示していることを確認した。また、ヒアリングを行った事業の

執行においても、それぞれ積極的に取り組み、成果を上げていることが認められた。各事業

に区民や事業者など多様な担い手との協働が認められ、各々の特性を生かしつつ変化する行

政需要に柔軟に対応できていることを評価するものである。 

 

 今後も、昨年度からスタートした後期実施計画を着実に推進することはもとより、「区民

サービス向上改革プログラム」に掲げられた「業務改革の推進」・「利用しやすく質の高い区

民サービスの提供」・「財政基盤の強化」を推し進めるために、職員一人ひとりが「区民第 

一」を念頭に掲げて各事業の効果的な推進を図るとともに、公正かつ適切な事務処理に取り

組まれることを要望するものである。 
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【監査ヒアリング事業に対する意見】 

 

１ 子どもが元気に育ち、豊かな人間力を育む環境づくり 

 

（１）子ども未来プラザ鎌倉の開設  子育て支援部 

＜事業概要＞ 
基幹型児童館での実施事業を再構築し、葛飾区版ネウボラ推進の一翼を担う子育て支援

施設の最初の施設として、南鎌倉保育園を併設した「子ども未来プラザ鎌倉」を開設した。 

●事業費 ５億６，９３９万９千円 
 

監査委員意見 

 子ども未来プラザ鎌倉は、妊娠期から子どもが成人するまで一貫したサポートを実

施する葛飾区版ネウボラ推進の一翼を担う施設として、令和２年１月に開設した施設

である。具体的には、「南鎌倉保育園」のほかに、母子健康手帳の交付とともに妊娠・

出産の様々な相談を受ける「ゆりかご面接」、在宅の子どもを一時預かりする「いっと

き預かり」、親子で自由に遊べる「のびのび広場」、保健センターと連携して実施する

「乳幼児健診・健康教室」、保育園の温かい給食を親子で食べられる「給食体験」、発

達に心配のある子どもを対象とした「交流保育」、小学生以上を対象とした「あそびの

広場・まなびの広場」の各種事業を実施している。 

 ７月の平日午後に現地視察を行った。保育園の運営状況については、新型コロナウ

イルス感染防止対策で入室はしなかったが、事務室側から見ることができた。施設全

体として木製の什器を多く使用しており、木の温もりを感じられるものであった。中

庭の砂場は、猫が来ないため清潔が保たれており、子ども達に大人気だそうである。

屋上園庭は素晴らしく、お昼時は一般利用者にも開放しているとのことであった。 

オープニング当初の令和２年１月～２月には大勢の地域の親子・児童が一般利用し

ていたそうであるが、３月以降、新型コロナウイルス感染防止対策として、予定して

いたオープニングイベントのみならず、一般利用も中止せざるを得なくなった。この

ため、視察した時点では一般の利用者はいなかった。新型コロナウイルス感染拡大状

況が一段落したときには、施設の一般利用について、再度周知を図っていただきたい。 

 視察直前に本庁舎で施設のパンフレットにより説明を受けたが、このパンフレット

では、事業別に３種類の色分けをしてあるが、できることなら、中心に平面図を配置

し、どの事業はどの場所でやっているのかということを色分けと線引きで表したらど

うか。また、「あそびの広場・まなびの広場」は小学生以上１８歳未満が対象であるが、

パンフレットの説明と挿絵は、小学生だけを対象としていると誤解しやすい表現とな

っている。対象年齢が明確にわかるよう、工夫していただきたい。 

今後、この施設で得たノウハウを生かしながら区内６か所で子ども未来プラザの整

備を行っていくと伺った。子ども未来プラザを中心として母子保健施策と子育て支援

施策が一体となった切れ目のない支援をさらに進め、安心して子育てができ、子ども

が健やかに育つ環境が整うことを希望する。 
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（２）教育情報化推進事業  教育委員会事務局 

＜事業概要＞ 
「かつしか教育情報化推進プラン」に基づき、平成３０年度からの３か年で、新学校教

育総合システムの構築を進める中で、令和２年度からの運用開始に向けてデジタルドリル

やプログラミングソフト等の学習系システムを構築するとともに、校務の効率化を図るた

めに校務支援システムを入れ替える取組を進めたほか、小学校に大型提示装置を配置した。 

●事業費 １５億８，８２１万４千円 
 

監査委員意見 

 グローバル化や情報化などこれからの時代に求められる資質・能力を児童・生徒が

身に付けられるよう、学校におけるＩＣＴ環境整備や授業におけるＩＣＴの活用等、

教育の情報化の推進を図るもので、ＩＣＴを活用した「主体的・対話的で深い学び」

の実現やＩＣＴを活用した教員の指導力の向上などに取り組む事業である。具体的に

は、新学校教育総合システムの構築、小学校への大型提示装置の導入による授業での

ＩＣＴ機器の活用である。今回の監査委員ヒアリングにおいては、国のＧＩＧＡスク

ール構想による児童・生徒１人１台のタブレット端末の導入が決まったこともあり、

主にこのタブレット端末を活用した学習の取組について伺った。 

 従来、４０台程度の端末を全学年で交代しながら使っており、早期に１人１台の環

境を整えていただきたいと思っていたが、新型コロナウイルス感染症対策により思い

のほか早期に１人１台の環境が実現することは、喜ばしいことである。学校のＩＣＴ

化を進めるために、令和２年度は指導室に新たにＩＣＴ関連専用の組織を設けたと伺

った。この組織を十分に活用していただきたい。 

 今般、新型コロナウイルス感染症対策の中で、リモート授業や家庭内でのタブレッ

ト端末などによる学習が脚光を浴びた。児童・生徒１人１台のタブレット端末環境が

実現するのであるから、今後、こうした傾向がさらに加速されることであろう。学校

内においては教員のＩＣＴ教育の基礎的な活用能力が問われることになるため、ＩＣ

Ｔ支援員の配置をさらに充実させることが重要と考える。 

 タブレット端末の導入は時代に合致したことであるが、学習は基本が肝心であり、

基本ができていれば応用も効く。絶えず基礎・基本に立ち返ることが大事である。家

庭でのタブレット端末での学習では、全学年の勉強をすることが可能であると聞いた。

以前の学年の勉強をやり直すこともできるし、先の学年の勉強を先取りすることもで

きると伺った。 

タブレット端末を導入して満足するということではなく、如何にしてタブレット端

末を道具として有効活用していくかが問われる。学校や家庭等の全ての場面・状況下

において、道具としてのタブレット端末の有効活用を図っていただきたい。 
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２ 健康でともに支えあい、いきいき暮らせる地域社会づくり 

 
（１）長寿歯科健康診査  健康部 

＜事業概要＞ 
高齢期の口腔状態は全身の健康に影響するため、成人歯科健康診査につなげる形で７５

歳を対象に口腔内診査と口腔機能のチェックを内容とした長寿歯科健康診査を行うととも

に、口腔機能の維持を目的としたフォロー教室を実施した。 

●事業費 １，００７万２千円 
 

監査委員意見 

高齢者の歯科疾患の予防や口腔機能の維持を図り、健康増進につなげるために長寿

歯科健康診査を実施している。令和元年度は、年度中に７５歳となる区民を対象とし

て実施し、８８８人が受診し受診率は１９．３％であった。また、本健診の口腔機能

診査の結果が要指導の者及び公募による６５歳以上の区民を対象とした口腔機能維持

のためのフォロー教室を実施しており、年に２回開催し３８人が受講している。 

 単に歯の健診だけではなく、既往歴との関係性や飲み込み機能などのチェックも行

い、口腔機能全般の診査を行っている。このように高齢期の口腔機能の維持向上を図

ることは、健康寿命を押し上げることにつながり、たいへん大切なことであると評価

する。 

惜しむらくは、健診受診者及びフォロー教室受講者ともに伸び悩みが見られること

であったが、令和２年度からは受診率等の向上を図るため、実施時期の夏から秋への

変更、フォロー教室会場の追加、年度中に８１歳になる区民を対象年齢に加えること

などの大々的な見直しを図るということであった。見直しの成果が出ることを期待す

るものである。特に、年度中に８１歳になる区民を対象とした健診の際に８０歳で自

分の歯を２０本以上有する区民には、８０２０達成証をその場で贈呈する予定と伺っ

た。８０２０達成証を贈呈することは、口腔の健康を維持してきた区民を讃えるとと

もに今後も口腔の健康を維持しようとする励みとなるため、大変有意義であると考え

る。また、８０２０達成証の存在を知ることは、早期からの口腔の健康の維持につな

がることが期待できるため、若い年代の区民に対しても積極的に周知していただくこ

とを希望する。 

歯科健診は、４０歳から５歳ごとの年齢刻みで実施されており、今般、年度中に８

１歳になる区民も対象としたことにより、長期にわたる健診体制が整った。このこと

は、かかりつけ歯科医をもつという区民の割合の維持向上にも寄与することになると

考える。今後も普及啓発を図り受診率の向上に努めるとともに、正確なデータ分析に

基づく区民の口腔機能の維持向上を進めていただきたい。 
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（２）認知症高齢者徘徊対策の推進～おでかけあんしん保険事業  福祉部 

＜事業概要＞ 
認知症高齢者がひとりで外出して自宅に帰れなくなった際に、靴などに貼ったシールを

手掛かりに家族に連絡し、早期帰宅につなげる「おでかけあんしん事業」と、その登録者

を対象に、認知症による徘徊を起因とした鉄道事故等にともなう損害賠償責任に対して補

償する「おでかけあんしん保険」事業を実施した。 

●事業費 ２６０万８千円 
 

監査委員意見 

認知症による徘徊のおそれのある高齢者の情報を区に登録し、登録番号とコールセ

ンターの電話番号を記載した「おでかけあんしんシール」を靴などに貼ってもらう。

自宅に帰れなくなった際には、警察等からコールセンターに電話してもらうことで家

族に連絡ができる「おでかけあんしん事業」の登録者に区が保険をかける。この保険

により、徘徊に起因する鉄道事故などの際に家族への損害賠償を補償するという「お

でかけあんしん保険」事業を令和元年度から開始したものである。 

 他県で同様の事故の際に家族が高額の損害賠償金を請求されたことを契機として、

本人・家族の負担なしに安心を保証する制度であり、最大５億円という補償金額を１

人当たりに換算すると２千円程度の低額な保険料負担で実現したものである。おでか

けあんしん保険事業を開始した当時は、特別区では最も早く、また、５億円という高

額の補償金額は全国的にも例がないものであった。その後、この事業スキームを保険

会社が商品化し、現在では次々に自治体が採用している。先進的かつ普遍性をもった

事業として、大いに評価するものである。 

 実際に保険が適用された例は１件だと伺った。本事業は保険事業であるから、実績

がたくさんあることは評価に値しない。むしろ、登録はたくさんあるものの、適用さ

れた例が少ないことが理想である。 

本事業が評価された結果かどうかは明確ではないが、令和元年度に「おでかけあん

しん事業」の新規登録者が４２６人あり累計登録者が７４１人となった。また、「おで

かけあんしん保険」の加入者は累計で５９５人に上ったと伺った。予想を上回る登録

があり、現場のうれしい悲鳴として、この事業の登録者を管理する専用のＯＡシステ

ムが必要であるとのことであった。現場の負担軽減が図れるのみならず、登録したデ

ータに誤りがあった場合には人命にもかかわる事業であるため、予算措置を講じてい

ただくことを要望するものである。 
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３ 葛飾の良さを活かした、魅力と活力あふれるまちづくり 

 
（１）東京理科大学との産学公連携推進事業  産業観光部 

＜事業概要＞ 
産学交流イベントの開催や専属コーディネーターの設置により、東京理科大学の有する

先端的な研究機能と区内の町工場が得意とする製造・加工技術をマッチングさせて、新製

品・新技術開発に向けた取組を支援した。 

●事業費 ５９４万３千円 
 

監査委員意見 

区内企業と東京理科大学との技術的交流を促進し、新分野への進出や新製品・新技

術の開発に向けた取組を支援する事業であり、具体的には、共同開発モデル事業、産

学公連携コーディネーターの配置、交流啓発事業、産学公連携推進協議会の運営で構

成されている。 

 このうち、実際に区内企業と東京理科大学との共同による新製品・新技術開発にか

かる経費の一部を３年間にわたり助成する共同開発モデル事業の実績は、平成３０年

度に２件、令和元年度には１件と低迷しているように見える。 

区内企業からは「技術連携のイメージがわかない」、「開発資金や特許の所属などが

よくわからない」、「共同研究を考える余裕がない」などの声が聞かれるそうである。 

このような声に対応するために、テクノロジーカフェや町工場プレゼンテーション

などの新たな取組を工夫していると伺った。東京理科大学内に設置している産学公連

携コーディネーターをさらに活用して、東京理科大学からの区内企業や学生への発信

を活発にしていただくことが必要であると感じた。 

また、研究室での実験機材や試作品などを区内企業に多く発注してもらうことで、

区内企業に本事業を知ってもらうことができるのではないか。さらに、最も課題とな

りそうな開発資金については、区からの助成金のほかに東京理科大学に設けられてい

る産学ファンドの積極的な活用も図っていただきたい。なお、将来的には、この事業

を契機として区内で起業する学生の支援もできると良いと考える。 

新技術や新製品は、そうやすやすと開発できるものではない。区内企業と東京理科

大学とを結びつけるための産業観光部や産学公連携コーディネーターの地道な努力を

期待するものである。 
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（２）公共交通網の充実～バス交通の充実  都市整備部 

＜事業概要＞ 
「葛飾区公共交通網整備方針」に基づいて、循環バス導入に向けた検討を行って令和２

年度に先行して取り組む路線を決定したほか、バスロケーションシステム表示機等のバス

停利用環境の整備費を助成するとともに、サイクル＆バスライドの整備としてバス停付近

にバス利用者用の自転車駐輪場の整備を行った。 

●事業費 １，４４１万２千円 
 

監査委員意見 

令和元年度に策定した「葛飾区公共交通網整備方針」に基づき、持続可能で誰もが

安全・快適に利用できる公共交通網の充実に向けて取組んでいる。バス交通について

は、高齢者をはじめとする区民の交通利便性を高める循環バス導入などの検討、ベン

チや上屋などの利便施設の整備助成、サイクル＆バスライドの整備などを実施してい

る。 

 高齢者の運転免許証の返納の流れにより、今後さらにバス利用の必要性が高まって

くると考えられる。このような観点からも公共交通網整備方針を策定し、社会実験を

経て持続可能なバス路線を開発したことを評価する。バス事業者は赤字を出してまで

バスを走らせようとはしない。社会実験の成果があったと言えよう。 

バスにさえ乗れれば、区内どこにでも行ける。言い換えれば、区民に必要な交通手

段の確保ということが目標であり、現在検討されている循環バスはこのような要請に

応える手段として大いに期待している。バス路線は現在でも６事業者約６０路線が運

行されており、新たなバス路線を運行させるにはバス事業者、交通管理者、道路管理

者などとの連携協力が不可欠である。今後は、細い道路にもバスを通す必要が生じる

と考えられるため、道路の拡幅や隅切りなどの道路用地の確保など道路管理者とも協

力して進めていくことを望む。 

事前の調査によってニーズがある路線と判明していても、運行間隔が空きすぎると

このバスは「使いづらい」と認識されてしまい、ますます利用されなくなるという傾

向がある。例えば３０分おきというように、わかりやすい間隔で定期的に運行しても

らえれば、沿道区民から頼りにされ、利用され、採算もとれるはずである。また、新路

線が採算ベースに乗るまでの一定期間に限り、バス運行に助成を行うことも推進策の

一つと考える。循環バス等新たな路線を計画する際には、ご検討いただきたい。 
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４ 区民とともに築く、人にやさしく住みよいまちづくり 

 
（１）クリーンなエネルギーの普及促進  環境部 

＜事業概要＞ 
区民や事業者に対する太陽光発電など再生可能エネルギーシステムの設置費助成を中心

とした「かつしかエコ助成金制度」によるクリーンなエネルギーの普及促進に努めるとと

もに、廃食用油再生事業や環境学習教室を通して環境問題への意識の醸成に努めた。 

●事業費 ５，９６２万１千円 
 

監査委員意見 

地球温暖化やプラスチックごみによる海洋汚染など、環境問題に関する多くの報道

により、区民の環境問題に関する関心は高まっている。 

 本区においては、太陽光発電システムへの支援などを行う「かつしかエコ助成金」、

家庭で使用済みの食用油をバイオディーゼル燃料などに再生利用する「廃食用油再生

利用促進事業」、太陽光発電パネルと蓄電池がセットになった太陽光パネル付ＬＥＤペ

ットボタルを用いた小学校での「環境学習」の３つの事業により、クリーンなエネル

ギーの普及促進を実施している。 

 このうち、かつしかエコ助成金においては、蓄電池併設を行うことにより、売電価

格の下落により一時停滞していた太陽光発電システムの設置が上向きになったことを

評価する。経済雑誌やＳＤＧｓによる自治体評価で本区が好順位とされている一因と

もなっている。今後も制度のＰＲに努めていただきたい。 

 廃食用油再生利用促進事業においては、区民感覚として廃食用油がどう役立ってい

るかがわかりにくい。回収実績をお知らせするだけでなく、何にどのくらいの量が再

生され、どのように利用されているのかを周知いただくと、拠点に持ち込む区民も張

り合いがあると思われる。 

 新型コロナウイルス感染対策のさなかにおいては難しいかもしれないが、ＬＥＤペ

ットボタルを用いた「環境学習」は、４９小学校のうち希望する１４校での実施に留

まっている。再生エネルギーの仕組みを楽しく理解することができる良い教材である

ので、ぜひ、全小学校での実施を目指していただきたい。 

 また、本区では今年２月に２０５０年までに温室効果ガスの排出量実質ゼロを目指

す「ゼロエミッションかつしか」を宣言した。この宣言を掛け声だけで終わらせない

よう、令和２年度から３年度にかけて策定する本区の環境基本計画においては、数値

目標を示すこと、民間に先駆けて区役所が具体策を示すこと、実現までの道のりを表

すロードマップを示すことなどを盛り込んでいただきたい。 
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（２）喫煙禁止区域の拡大及び指定喫煙場所の設置  地域振興部 

＜事業概要＞ 
平成３０年度にＪＲ ４駅の周辺道路を喫煙禁止区域に指定し、５か所の指定喫煙場所を

設置したことに続き、令和元年度は京成線３駅の周辺道路を喫煙禁止区域に指定し、３か

所の指定喫煙場所を設置するとともに、パトロールの強化等啓発事業に取り組んだ。 

●事業費 １億４８８万８千円 
 

監査委員意見 

「葛飾区きれいで清潔なまちをつくる条例」を平成３０年度に改正し、喫煙禁止区

域の指定、喫煙時の他人への配慮義務等を規定した。同年８月には、区内ＪＲ４駅周

辺道路を喫煙禁止区域に指定し、区域内に５か所の指定喫煙場所を設置し分煙化を図

った。令和元年度には、京成立石・お花茶屋・堀切菖蒲園の各駅周辺の道路を喫煙禁

止区域に指定するとともに、区域内に３か所の指定喫煙場所を設置した。また、条例

違反者に対して直接注意を行うパトロールの回数を拡大するとともに、喫煙禁止区域

周知用ポスターの掲示、キャンペーン活動、路面シールの貼付、京成バス車内放送な

どの啓発活動を展開した。 

 ポイ捨ての実態調査では条例改正前と比べて約４０％の減となり、歩行喫煙及び喫

煙禁止区域における喫煙調査では約７０％の減となった。本区のこうした分煙化施策

については、成果も出ており、大いに評価するものである。一方、本事業にかかって

いるコストは、パトロールの回数増などにより前年と比べて約７９％の増となってお

り、現在の手法のまま事業を拡大させていくと、コストがかかり過ぎるおそれがある。

コストダウンについてご検討いただきたい。 

 シルバー人材センターへのパトロール業務委託については、区民からの苦情が多く

寄せられているそうである。喫煙者・非喫煙者双方に言い分があり、苦情を皆無にす

ることはできないと思われるものの、パトロール員の技術を向上させるための研修を

実施したり、必要な制服を貸与したりすることにより、苦情を減らすことは可能と考

えるので、工夫いただきたい。 

 今後も、ごみやたばこの吸い殻等のポイ捨てがない、きれいで清潔なまちを維持し

ていただくとともに、喫煙者・非喫煙者ともに快適に利用できる駅周辺を目指して、

努力していただくことを希望する。 
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５ 効果的・効率的な区民サービス提供への取組み 

 
（１）区有施設維持管理（スピード修繕等の実施）  施設部 

＜事業概要＞ 
地区センター等の地域コミュニティ施設や児童館等の子育て支援施設の利用者が、安全

かつ快適に施設を利用できるように、内装の改修等のスピード修繕に取り組むとともに、

区立学校を対象に樹木の剪定等の維持管理を実施した。 

●事業費 １億４，７９７万９千円 
 

監査委員意見 

 区有施設の利用者が施設を安全かつ快適に利用できるよう、平成２６年度から技能

系職員又は委託事業者により、内装の改修等、即効性のある施設改修を行うことを内

容としたスピード修繕を実施している。 

 修繕の種類によっては、迅速な対応が必要な場合や、施設運営上、工期が限定され

柔軟な作業対応が求められる場合など、職員による直接の修繕に需要があることは認

められる。施設の長寿命化にも貢献している事業である。 

 保育園・児童館の子育て支援施設、地区センターや集い交流館などの地域コミュニ

ティ施設などを中心に、年間５０～７０の施設で修繕を手掛けており、併せて保育柵

や掲示板等も製作するなど、施設のニーズに柔軟に応えている。写真で修繕の結果を

いくつか見せていただいたが、出来栄えは委託事業者の仕事と遜色なく、技能系職員

の技術力の高さが感じられた。今後も技術の維持向上と継承に努めていただきたい。 

 また、樹木の維持管理については、学校の樹木の剪定、伐採等を中心に行っている

が、計画的な維持管理に加えて、台風や大雨が予報された際には技能系職員が各学校

を巡回し、倒木や枝折れの危険性がある樹木を発見し、剪定するなどの危険回避の対

応をとっていると伺った。このような予防的措置も大切なことである。 

 本事業はスピードと出来栄えという観点から高く評価できるものであるが、現業職

員の退職不補充という区の方針があり、退職後の再任用・再雇用が終了してしまうと

担う人材は次第に減っていくことになる。今後、技能系職員の役割について、現在の

実際の作業と委託の切り分け判断や委託業務の成果評価などに順次シフトしていくこ

ともご検討いただきたい。 
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（２）ふるさと納税の推進  総務部 

＜事業概要＞ 
区内でつくられた地場産品や地域資源を活かした体験型イベント等を返礼品とすること

で、区の魅力を直接感じ取ってもらい、本区にふるさと納税をしようとする人を少しでも

増やすとともに、ふるさと納税を通じて地域産業の活性化や観光客の誘致を図り、地域の

活性化につながるように努めた。 

●事業費 ８７１万３千円 
 

監査委員意見 

平成２０年度から導入されたふるさと納税制度により、大都市の納税者から地方の

自治体への納税が次第に増え、令和元年度の本区のふるさと納税による寄附金税額控

除額は、約７億７千万円となっている。 

 ふるさと納税は大都市の税源を地方に移行させることを目的とした極めて不公正な

制度であり、根本的な解決策は、従来行っているように廃止または見直しするよう区

長会等で国に働きかけていくべきものである。しかし、廃止または見直されるまでの

間、自衛的な手段として本区にふるさと納税をしてくれる人を増やすという取組は、

行わざるを得ないと考える。 

本区においても、区の特産品や魅力あるサービスを返礼品とすることにより、区の

魅力を感じ取ってもらい、本区にふるさと納税をする人を増やし、地域産業の活性化

や観光客の誘致を図り地域の活性化につなげる目的で、ふるさと納税の推進を図って

きたところである。  

 令和元年度においては、返礼品の種類を３９件増やし１２３件（４６％増）とする

などの取組を行い、寄附金額は前年度比２４７％増の２０，１３８千円と倍増させた

ことを評価する。今後は、返礼品についてモノに加え、柴又１００Ｋ大会へのエント

リー権のような体験型イベントなどの「コト」へも広げていきたいとのことであった。 

本区には納涼花火大会や堀切ランフェスタなど魅力あるイベントが多い。花火大会

であればその指定席、ランフェスタであればそのエントリー権なども返礼品の候補と

なると考えられるので、ご検討いただきたい。 

 また、ふるさと納税の仕組みとして委託事業者のウェブサイトを利用しているが、

返礼品が多種に及び事業者のウェブサイトでは返礼品の検索ができないため、本区ホ

ームページで返礼品人気ランキングの掲載や返礼品の検索ができるような環境も作っ

ていただきたい。 

 地方の一部自治体が実施している高額返礼品には及ばないまでも、本区の魅力をふ

るさと納税の仕組みで発信していく努力を続け、地方の納税者からの本区へのふるさ

と納税につなげていただきたい。 
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第３ 決算等の概要 

 

１ 各会計決算   

一般会計及び特別会計を合わせた歳入歳出決算の総額は、次のとおりである。 

 

歳入総額  ３０６，５８０，３１５，１９３ 円 

歳出総額  ２９２，９８９，６８６，６６４ 円 

差 引 額   １３，５９０，６２８，５２９ 円 

 

会計別の財政収支は、次のとおりである。 

 

 

      歳入決算額の構成比           歳出決算額の構成比 

 

 

差引額

決算額Ａ 収入率 決算額Ｂ 執行率 Ａ－Ｂ

一 般 会 計 210,454,446,400 210,710,266,692 100.1 197,865,933,601 94.0 12,844,333,091

国 民 健 康 保 険
事 業 特 別 会 計

49,068,702,000 45,771,291,410 93.3 45,512,387,054 92.8 258,904,356

後期高齢者医療
事 業 特 別 会 計

10,612,796,000 10,398,352,204 98.0 10,398,352,204 98.0 0

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

39,205,719,000 39,015,515,058 99.5 38,528,613,919 98.3 486,901,139

駐 車 場 事 業
特 別 会 計

692,700,000 684,889,829 98.9 684,399,886 98.8 489,943

合　　計 310,034,363,400 306,580,315,193 98.9 292,989,686,664 94.5 13,590,628,529

（単位：円・％）

会　計 予算現額
収入済額 支出済額

一般会計

68.7%

国民健康

保険事業

特別会計

14.9%

後期高齢者

医療事業

特別会計

3.4%

介護保険

事業特別

会計

12.7%

駐車場事業

特別会計

0.2%

一般会計

67.5%

国民健康

保険事業

特別会計

15.5%

後期高齢者

医療事業

特別会計

3.5%

介護保険

事業特別

会計

13.2%

駐車場事業

特別会計

0.2%
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歳入対前年度比較 

 

 

 

 

 

歳出対前年度比較 

 

増減額

元年度 Ａ ３０年度 Ｂ Ａ－Ｂ

一 般 会 計 210,710,266,692 204,869,074,794 5,841,191,898 2.9

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計

45,771,291,410 47,892,016,171 △ 2,120,724,761 △ 4.4

後 期 高 齢 者 医 療
事 業 特 別 会 計

10,398,352,204 10,014,747,670 383,604,534 3.8

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

39,015,515,058 38,132,990,960 882,524,098 2.3

駐 車 場 事 業
特 別 会 計

684,889,829 694,276,805 △ 9,386,976 △ 1.4

合　　計 306,580,315,193 301,603,106,400 4,977,208,793 1.7

収入済額
伸び率

（単位：円・％）

会　　計

増減額

元年度 Ａ ３０年度 Ｂ Ａ－Ｂ

一 般 会 計 197,865,933,601 194,722,206,766 3,143,726,835 1.6

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計

45,512,387,054 47,529,204,184 △ 2,016,817,130 △ 4.2

後 期 高 齢 者 医 療
事 業 特 別 会 計

10,398,352,204 10,014,747,670 383,604,534 3.8

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

38,528,613,919 37,393,344,341 1,135,269,578 3.0

駐 車 場 事 業
特 別 会 計

684,399,886 693,646,612 △ 9,246,726 △ 1.3

合　　計 292,989,686,664 290,353,149,573 2,636,537,091 0.9

（単位：円・％）

会　　計
支出済額

伸び率
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２ 資金収支状況 

 

会計別の毎月の収支残高累計は、次のとおりである。 

 
 
資金管理については、合同運用を行っている。これは、歳入歳出外現金を含めた各

会計間の現金を総体的に確実かつ有利に運用するとともに、各会計間の所属現金に過

不足が生じたときに相互に資金の活用を図り、支払資金として効率的な運用を行うた

めである。 

資金運用状況については、例月出納検査の際に、歳計剰余金、各基金積立金につい

て関係帳簿及び証書類等により照合するとともに、指定金融機関の貸金庫内に保管す

る証書監査を実施し、運用・保管とも適正に行われていることを確認した。 

出納整理期間５月の一般会計収支残高累計の金額は、款）特別区税 項）軽自動車

税 目）環境性能割の歳入２，４７４，７００円を令和元年度予算の出納閉鎖後に令

和元年度収入から令和２年度収入への是正処理を行ったため、令和元年度一般会計決

算の歳入額と歳出額の差引額とは一致しない。 

（単位：円）

国 民 健 康 保 険 事 業 後 期 高 齢 者 医 療 事 業

特 別 会 計 特 別 会 計

収支残高累計 収支残高累計 収支残高累計

３１ ４ △ 4,997,603,681 1,451,987,545 752,461,801

元 ５ △ 3,909,510,788 1,542,265,681 653,712,255

６ 3,577,648,910 1,882,149,840 113,876,161

７ △ 546,628,825 5,231,909,110 1,522,112,144

８ 4,219,343,976 4,120,248,555 1,341,808,954

９ 9,459,524,686 3,236,343,371 1,311,296,890

１０ 8,376,927,515 2,348,349,746 563,282,895

１１ 8,995,284,291 2,568,468,365 1,636,016,487

１２ 10,087,650,021 △ 335,029,764 789,471,158

２ １ 11,191,169,332 767,864,306 282,423,844

２ 12,365,509,853 △ 392,477,815 △ 418,259,292

３ 18,322,709,948 △ 1,007,408,394 △ 813,097,329

４ 11,068,417,055 △ 288,893,357 △ 617,481,850

５ 12,846,807,791 258,904,356 0

年 月
一　般　会　計

出納
整理
期間
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（単位：円）

介 護 保 険 事 業 駐 車 場 事 業

特 別 会 計 特 別 会 計

収支残高累計 収支残高累計 収支残高累計

３１ ４ 1,274,311,383 △ 800,600 3,766,704,058

元 ５ 1,902,403,200 △ 1,599,976 3,789,307,622

６ 1,363,748,511 △ 1,838,423 7,289,638,083

７ 4,066,126,863 △ 4,573,643 7,401,984,478

８ 2,947,815,147 △ 5,976,654 4,422,933,668

９ 3,395,377,730 △ 63,998,287 5,325,067,819

１０ 3,493,762,201 △ 63,863,934 4,364,916,812

１１ 3,507,568,660 9,447,046 5,430,961,952

１２ 2,210,663,694 8,634,118 4,220,624,883

２ １ 3,777,701,164 5,182,868 4,403,676,224

２ 2,582,627,852 4,275,886 4,993,595,087

３ 2,799,548,788 △ 53,983,824 4,341,453,293

４ 703,826,831 △ 593,572,814 　　　　―

５ 486,901,139 489,943 　　　　―

（注）歳入歳出外現金については、出納整理期間がない。

年 月

出納
整理
期間

歳 入 歳 出 外 現 金
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３ 一般会計 

（１）総括 

歳入歳出決算の総額は、次のとおりである。 

 

歳 入 

予算現額         ２１０，４５４，４４６，４００ 円 

調定額          ２１４，４６２，８８８，１７６ 円 

収入済額         ２１０，７１０，２６６，６９２ 円・・・・Ａ 

不納欠損額            ３２２，５５２，６４８ 円 

収入未済額          ３，４３９，７４２，２０９ 円 

還付未済額              ９，６７３，３７３ 円 

 

歳 出 

予算現額         ２１０，４５４，４４６，４００ 円 

支出済額         １９７，８６５，９３３，６０１ 円・・・・Ｂ 

翌年度繰越額           ３９８，５１３，０００ 円 

不用額           １２，１８９，９９９，７９９ 円 

 

歳入歳出差引額        １２，８４４，３３３，０９１ 円・・・・Ｃ 

（収入済額－支出済額） 
 
財政収支の推移は、次のとおりである。 

 

本年度の形式収支は１２８億４，４３３万３千円で、これから翌年度へ繰り越すべき

財源を差し引いた実質収支は１２６億３，６５２万７千円であり、実質収支から前年度

の実質収支を控除した単年度収支は２５億９，９８４万５千円の黒字となっている。 

（単位：円・％）

元年度 ３０年度 ２９年度

決算額 Ａ 210,710,266,692 204,869,074,794 208,147,683,724

前年度比 2.9 △ 1.6 6.2

決算額 Ｂ 197,865,933,601 194,722,206,766 196,240,847,748

前年度比 1.6 △ 0.8 4.7

Ｃ＝Ａ－Ｂ 12,844,333,091 10,146,868,028 11,906,835,976

207,806,000 110,186,400 47,990,270

Ｅ＝Ｃ－Ｄ 12,636,527,091 10,036,681,628 11,858,845,706

Ｆ 10,036,681,628 11,858,845,706 8,481,905,834

Ｅ－Ｆ 2,599,845,463 △ 1,822,164,078 3,376,939,872 単年度収支

※ 翌年度に繰り越す事業の支出に充てるための財源のうち既に収入済のものである。

区　　分

歳　入

歳　出

 形式収支

※翌年度に繰り越すべき財源 Ｄ

 実質収支

 前年度実質収支
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（２）歳入 

 

第１款 特別区税 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

34,202,278,000 35,117,606,869 102.7 34,143,571,063 101.2 974,035,806 2.9

特別区民税 30,960,000,000 31,770,939,712 102.6 30,837,513,218 101.5 933,426,494 3.0

軽自動車税 257,028,000 263,507,500 102.5 250,536,152 105.4 12,971,348 5.2

特別区たばこ税 2,977,000,000 3,074,245,157 103.3 3,047,717,343 98.3 26,527,814 0.9

入湯税 8,250,000 8,914,500 108.1 7,804,350 87.7 1,110,150 14.2

元年度 ３０年度 増減率
Ｃ／Ｂ

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

 特別区税

科　目

 

 

本款の収入済額は、３５１億１，７６０万７千円で、前年度に比べ９億７，４０３万６千

円（２．９％）増加した。 
次ページ表は、特別区税の調定・収入・収納率の状況を示したものである。 
 
特別区民税の収入済額は、３１７億７，０９４万円で、前年度に比べ９億３，３４２万６

千円（３．０％）増加した。これは、納税義務者数の増加や収納率の向上などによるもので

ある。収納率は、前年度に比べ現年度分の特別徴収が０．１ポイント下回り、現年度分の普

通徴収が１．７ポイント、過年度分が５．５ポイント、滞納繰越分が１．８ポイント上回った。

合計では９５．９％と前年度から０．７ポイント上昇している。 
 

 軽自動車税の収入済額は、２億６，３５０万８千円で、前年度に比べ１，２９７万１千円

（５．２％）増加した。これは、税制改正により、令和元年１０月１日から軽自動車税に

おいて、「環境性能割」が創設されたことなどによるものである。収納率は、前年度に比べ

過年度分が１２．５ポイント下回り、現年度分が０．１ポイント、滞納繰越分が４．４ポイ

ント上回った。合計では９０．８％と前年度から０．７ポイント上昇している。 
 
 特別区たばこ税の収入済額は、３０億７，４２４万５千円で、前年度に比べ２，６５２万

８千円（０．９％）増加した。これは、特別区たばこ税の税率が段階的に引き上げられたこ

とによるものである。収納率は、１００％となっている。 
 
入湯税の収入済額は、８９１万５千円で、前年度に比べ１１１万円（１４．２％）増加した。

これは、入湯者数が増加したことによるものである。収納率は、１００％となっている。 
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特別区税の調定及び収入の状況 

（単位：円・％）

Ａ 収納率 Ｂ 収納率 Ａ－Ｂ 収納率

納 税 義 務 者数 80,894人 ― 80,900人 ― △ 6人 ―

調 定 額 7,754,107,577 7,530,264,872 223,842,705

収 入 済 額 7,336,936,589 6,993,356,987 343,579,602

納 税 義 務 者数 172,510人 ― 168,303人 ― 4,207人 ―

調 定 額 23,756,163,675 23,125,640,506 630,523,169

収 入 済 額 23,673,129,530 23,079,692,109 593,437,421

調 定 額 177,792,186 161,076,977 16,715,209

収 入 済 額 131,580,443 110,268,673 21,311,770

調 定 額 31,688,063,438 30,816,982,355 871,081,083

収 入 済 額 31,141,646,562 30,183,317,769 958,328,793

調 定 額 1,442,109,078 1,563,521,703 △ 121,412,625

収 入 済 額 629,293,150 654,195,449 △ 24,902,299

調 定 額 33,130,172,516 32,380,504,058 749,668,458

収 入 済 額 31,770,939,712 30,837,513,218 933,426,494

登 録 台 数 17,366台 17,819台 △453台

調 定 額 37,891,700 38,709,700 △ 818,000

登 録 台 数 28,123台 27,612台 511台

調 定 額 195,662,600 186,701,100 8,961,500

登 録 台 数 4,576台 4,622台 △46台

調 定 額 27,456,000 27,732,000 △ 276,000

261,010,300 253,142,800 7,867,500

251,085,500 243,335,900 7,749,600

登 録 台 数 7台 5台 2台

調 定 額 53,300 27,800 25,500

収 入 済 額 35,100 21,800 13,300

登 録 台 数 50,072台 50,058台 14台

調 定 額 261,063,600 253,170,600 7,893,000

収 入 済 額 251,120,600 243,357,700 7,762,900

調 定 額 24,980,730 24,823,082 157,648

収 入 済 額 8,314,200 7,178,452 1,135,748

調 定 額 286,044,330 277,993,682 8,050,648

収 入 済 額 259,434,800 250,536,152 8,898,648

登 録 台 数 242台 ― 242台

調 定 額 4,072,700 ― 4,072,700

収 入 済 額 4,072,700 ― 4,072,700

調 定 額 290,117,030 277,993,682 12,123,348

収 入 済 額 263,507,500 250,536,152 12,971,348

売 渡 し 本 数 542,691,565本 565,172,539本 △22,480,974本

手持品課税本数 213,490本 30,623,994本 △30,410,504本

調 定 額 3,074,250,308 3,047,716,827 26,533,481

収 入 済 額 3,074,245,157 3,047,717,343 26,527,814

入 湯 者 数 59,430人 52,029人 7,401人

調 定 額 8,914,500 7,804,350 1,110,150

収 入 済 額 8,914,500 7,804,350 1,110,150

※　令和元年１０月１日から「種別割」に名称変更

100.0 ― ―

環

境

性

能

割

特
別
区
民
税

計 98.3 97.9 0.4

滞

　

納

繰

越

分
43.6 41.8 1.8

合
計

95.9 95.2

特 

別 

区

た
ば
こ
税

入
湯
税

現

年

課

税

分

三
輪
以
上

軽
自
動
車
税

合
計

合
計

計

現
年
課
税
分

元年度 ３０年度 増　減

現
年
課
税
分

普
通
徴
収

94.6 92.9 1.7

特
別
徴
収

99.7 99.8 △ 0.1

過
年

74.0 68.5 5.5

0.7

現
年
課
税
分

原
付

二
輪

過
年

65.9 78.4

90.7 90.1

※
軽
自
動
車
税

軽
自

― ― ―

現 年 度 分 調 定 額
96.2 96.1 0.1

現年度分収入済額

0.6

△ 12.5

96.2 96.1 0.1

滞

　

納

繰

越

分
33.3 28.9 4.4

100.0 100.0 0.0

90.8 90.1 0.7

0.0

現

年

課

税

分

100.0 100.0
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第２款 地方譲与税 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

666,000,000 687,380,069 103.2 661,223,000 107.2 26,157,069 4.0

 地方揮発油
 譲  与  税

178,000,000 172,844,000 97.1 190,920,000 104.9 △ 18,076,000 △ 9.5

 自動車重量
 譲  与  税

471,000,000 497,767,000 105.7 470,303,000 108.1 27,464,000 5.8

地方道路譲与税 0 69 0.0 ― ― 69 皆増

森林環境譲与税 17,000,000 16,769,000 98.6 ― ― 16,769,000 皆増

科　目
元年度 ３０年度

 地方譲与税

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

 
 
本款の収入済額は、６億８，７３８万円で、前年度に比べ２，６１５万７千円（４．０％）

増加した。 
 森林環境譲与税は、税制改正により創設されたもので、私有林人工林面積、林業就業者数

及び人口の割合で国から交付されるものである。 
 
 
第３款 利子割交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

106,000,000 99,993,000 94.3 132,214,000 137.7 △ 32,221,000 △ 24.4

利子割
交付金 106,000,000 99,993,000 94.3 132,214,000 137.7 △ 32,221,000 △ 24.4

増減率
Ｃ／Ｂ

 利子割交付金

科　目
元年度 ３０年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ

 
 
本款の収入済額は、９，９９９万３千円で、前年度に比べ３，２２２万１千円（２４．４％）

減少した。 
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第４款 配当割交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

532,000,000 497,561,000 93.5 440,649,000 96.2 56,912,000 12.9

配当割
交付金 532,000,000 497,561,000 93.5 440,649,000 96.2 56,912,000 12.9

科　目
元年度 ３０年度 増減率

Ｃ／Ｂ

 配当割交付金

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

 
 
本款の収入済額は、４億９，７５６万１千円で、前年度に比べ５，６９１万２千円（１２．

９％）増加した。 
 

 

第５款 株式等譲渡所得割交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

339,000,000 307,343,000 90.7 359,859,000 113.5 △ 52,516,000 △ 14.6

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付金

339,000,000 307,343,000 90.7 359,859,000 113.5 △ 52,516,000 △ 14.6

元年度 ３０年度 増減率
Ｃ／Ｂ

株 式 等 譲 渡
所得割交付金

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

科　目

 

 
本款の収入済額は、３億７３４万３千円で、前年度に比べ５，２５１万６千円（１４．

６％）減少した。 
 
 
第６款 地方消費税交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

7,366,000,000 7,267,525,000 98.7 7,593,124,000 103.0 △ 325,599,000 △ 4.3

地 方 消 費 税
交 付 金

7,366,000,000 7,267,525,000 98.7 7,593,124,000 103.0 △ 325,599,000 △ 4.3

地方消費税
交 付 金

増減率
Ｃ／Ｂ

科　目
元年度 ３０年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ

 
 
本款の収入済額は、７２億６，７５２万５千円で、前年度に比べ３億２，５５９万９千

円（４．３％）減少した。 
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第７款 自動車取得税交付金  
（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

182,000,000 202,384,000 111.2 394,178,000 102.9 △ 191,794,000 △ 48.7

自動車取得税
交 付 金

182,000,000 202,384,000 111.2 394,178,000 102.9 △ 191,794,000 △ 48.7

３０年度

自動車取得税
交   付   金

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

科　目
元年度

 
 
本款の収入済額は、２億２３８万４千円で、前年度に比べ１億９，１７９万４千円（４

８．７％）減少した。 
 自動車取得税交付金は、税制改正により、令和元年１０月１日から財源である自動車取得税

（都税）が廃止されたことに伴って、廃止されている。 
 

 

第８款 環境性能割交付金 
（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

65,000,000 71,514,135 110.0 ― ― 71,514,135 皆増

環 境 性 能 割
交 付 金

65,000,000 71,514,135 110.0 ― ― 71,514,135 皆増

環境性能割
交 付 金

科　目
元年度 ３０年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ／Ｂ

 
 
本款の収入済額は、７，１５１万４千円である。 

 環境性能割交付金は、税制改正により、令和元年１０月１日から自動車取得税の廃止に伴

い創設された自動車税環境性能割（都税）を財源として交付されるものである。 
 
 
第９款 地方特例交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

1,168,000,000 1,365,627,000 116.9 439,850,000 93.2 925,777,000 210.5

地方特例
交付金 568,000,000 514,832,000 90.6 439,850,000 93.2 74,982,000 17.0

子ども・子 育て

支援臨時交付金 600,000,000 850,795,000 141.8 ― ― 850,795,000 皆増

 地方特例交付金

科　目
元年度 ３０年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ／Ｂ

 

 
本款の収入済額は、１３億６，５６２万７千円で、前年度に比べ９億２，５７７万７千円

（２１０．５％）増加した。 
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子ども・子育て支援臨時交付金は、幼児教育・保育の無償化に係る地方負担分として、本

年度に限り交付されるものである。 
 
 
第１０款 特別区交付金    

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

78,200,000,000 80,056,620,000 102.4 77,554,205,000 101.5 2,502,415,000 3.2

特 別 区 財 政
調 整 交 付 金

78,200,000,000 80,056,620,000 102.4 77,554,205,000 101.5 2,502,415,000 3.2

科　目
元年度 ３０年度 増減率

Ｃ／Ｂ
増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ

特別区交付金

 
 
本款の収入済額は、８００億５，６６２万円で、前年度に比べ２５億２４１万５千円（３．

２％）増加した。 
 

 

第１１款 交通安全対策特別交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

49,000,000 41,467,000 84.6 41,816,000 82.0 △ 349,000 △ 0.8

交 通 安 全 対策
特 別 交 付 金

49,000,000 41,467,000 84.6 41,816,000 82.0 △ 349,000 △ 0.8

増減率
Ｃ／Ｂ

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

交通安全対策
特 別 交 付 金

科　目
元年度 ３０年度

 

 
本款の収入済額は、４，１４６万７千円で、前年度に比べ３４万９千円（０．８％）減少

した。 
 

 

第１２款 分担金及び負担金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

1,642,842,000 1,617,685,531 98.5 1,783,423,265 100.7 △ 165,737,734 △ 9.3

負担金 1,642,842,000 1,617,685,531 98.5 1,783,423,265 100.7 △ 165,737,734 △ 9.3

 分担金及び負担金

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

科　目
元年度 ３０年度

 

 
本款の収入済額は、１６億１，７６８万６千円で、前年度に比べ１億６，５７３万８千円

（９．３％）減少した。 
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主な収入済額は、保育所入所負担金７億７，７３５万３千円、公害健康被害補償費負担金

７億２００万３千円、老人ホーム入所措置費負担金７，３４６万６千円などである。 
増の主なものは、老人ホーム入所措置費負担金（７９９万８千円）、公害健康被害予防事

業費負担金（３１０万２千円）、大都市清掃事業協議会負担金（皆増９２万８千円）などで

ある。 
減の主なものは、保育所入所負担金（△１億４，５４３万円）、公害健康被害補償費負担

金（△２，２３９万１千円）、保育所入所負担金過年度収入（△５４９万７千円）などであ

る。 
 

 

第１３款 使用料及び手数料 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

2,927,659,000 3,007,016,596 102.7 3,018,725,924 97.2 △ 11,709,328 △ 0.4

使用料 2,365,543,000 2,479,946,502 104.8 2,492,713,158 99.7 △ 12,766,656 △ 0.5

手数料 562,116,000 527,070,094 93.8 526,012,766 87.2 1,057,328 0.2

科　目
元年度 ３０年度

 使用料及び手数料

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

 

 
本款の収入済額は、３０億７０１万７千円で、前年度に比べ１，１７０万９千円（０．

４％）減少した。 
 

  使用料の収入済額は、２４億７，９９４万７千円で、前年度に比べ１，２７６万７千円

（０．５％）減少した。   
主な収入済額は、道路占用料１４億７，３８５万１千円、保育園使用料５億１５５万４千

円、区営住宅使用料１億３，３４４万６千円などである。 
増の主なものは、道路占用料（１億８，６２１万１千円）、保育園使用料過年度収入（皆

増５１３万８千円）、公園占用料（４８９万６千円）などである。 
減の主なものは、保育園使用料（△１億９，３８８万９千円）、幼稚園保育料（△４２６

万４千円）、区営住宅使用料（△３４１万８千円）などである。 

 

手数料の収入済額は、５億２，７０７万円で、前年度に比べ１０５万７千円（０．２％）

増加した。 

主な収入済額は、廃棄物処理手数料２億４，１１９万３千円、住民記録手数料７，０２９

万７千円、戸籍関係手数料５，７３３万円などである。 

増の主なものは、廃棄物処理手数料（６１３万８千円）、食品衛生手数料（１６８万５千

円）、屋外広告物許可申請手数料（１１８万８千円）などである。 

減の主なものは、放置自転車撤去手数料（△３２２万５千円）、税務手数料（△２１８万

９千円）、住民記録手数料（△１４６万８千円）などである。 
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第１４款 国庫支出金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

41,666,645,000 40,758,628,559 97.8 37,314,715,530 97.5 3,443,913,029 9.2

国庫負担金 35,591,450,000 35,247,480,273 99.0 33,401,350,374 98.3 1,846,129,899 5.5

国庫補助金 6,067,461,000 5,503,415,464 90.7 3,905,639,491 91.4 1,597,775,973 40.9

国庫委託金 7,734,000 7,732,822 100.0 7,725,665 122.3 7,157 0.1

３０年度 増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

科　目
元年度

 国庫支出金

 
  
本款の収入済額は、４０７億５，８６２万９千円で、前年度に比べ３４億４，３９１万３

千円（９．２％）増加した。 
 
国庫負担金の収入済額は、３５２億４，７４８万円で、前年度に比べ１８億４，６１３万

円（５．５％）増加した。 
主な収入済額は、生活保護費１９６億４，４８３万９千円、児童手当給付費４６億２，２

９２万３千円、教育・保育給付費３９億４，５６３万９千円などである。 

増の主なものは、教育・保育給付費（８億８，１７３万２千円）、施設等利用給付費（皆

増２億９，１９２万８千円）、生活保護費（１億８，６６９万２千円）などである。 
減の主なものは、児童手当給付費（△４，９７６万６千円）、中国残留邦人等支援給付費

（△２，８６７万２千円）、国民健康保険基盤安定費（△４１８万７千円）などである。 
 
国庫補助金の収入済額は、５５億３４１万５千円で、前年度に比べ１５億９，７７７万６

千円（４０．９％）増加した。 
主な収入済額は、保育所等整備交付金８億７，３１６万円、密集住宅市街地整備促進事業

費６億５，５４９万円、都市交通システム整備事業費５億６，２１９万１千円などである。 
増の主なものは、保育所等整備交付金（３億９，２３０万１千円）、プレミアム付商品券

事務費（皆増３億７，８５６万９千円）、学校施設環境改善交付金（３億３，７１７万４千

円）などである。 
減の主なものは、都市計画道路整備費（△８，８４５万円）、連続立体交差事業費（△６，

０５０万円）、幼稚園就園奨励費（△６，０３８万３千円）などである。 
 
国庫委託金の収入済額は、７７３万３千円で、前年度に比べ７千円（０．１％）増加した。 

 主な収入済額は、中長期在留者住居地届出等事務費６１８万１千円、特別児童扶養手当事

務費９６万７千円などである。 
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第１５款 都支出金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

16,178,560,000 15,935,606,144 98.5 14,566,567,370 100.4 1,369,038,774 9.4

都負担金 8,215,611,000 8,023,205,580 97.7 7,421,153,224 99.0 602,052,356 8.1

都補助金 6,762,295,000 6,756,873,940 99.9 6,115,998,726 102.2 640,875,214 10.5

都委託金 1,200,654,000 1,155,526,624 96.2 1,029,415,420 100.2 126,111,204 12.3

科　目
元年度 ３０年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ／Ｂ

 都支出金

  
本款の収入済額は、１５９億３，５６０万６千円で、前年度に比べ１３億６，９０３万

９千円（９．４％）増加した。 
 

 都負担金の収入済額は、８０億２，３２０万６千円で、前年度に比べ６億２０５万２千円

（８．１％）増加した。 
 主な収入済額は、教育・保育給付費１８億１，３４９万１千円、障害者自立支援福祉費

１７億８，８６０万９千円、国民健康保険基盤安定費１３億１，５２２万６千円などである。 
増の主なものは、教育・保育給付費（２億８，８３４万１千円）、施設等利用給付費（皆

増１億４，５９６万４千円）、障害児支援福祉費（６，５４１万９千円）などである。 
減の主なものは、生活保護費（△４，００５万円）、児童手当給付費（△９８２万９千円）、

国民健康保険基盤安定費（△３８２万４千円）などである。 
 
都補助金の収入済額は、６７億５，６８７万４千円で、前年度に比べ６億４，０８７万５

千円（１０．５％）増加した。 
主な収入済額は、都市計画交付金１５億９，３０１万９千円、待機児童解消区市町村支援

事業費１１億４，１７１万４千円、保育園費５億３，４７１万３千円などである。 
増の主なものは、待機児童解消区市町村支援事業費（６億４，１５７万４千円）、スポーツ

施設整備費（１億８，１８７万４千円）、保育園費（１億３，６１３万１千円）などである。 
減の主なものは、都市計画交付金（△６億２，１１２万３千円）、子ども家庭支援包括事業

費（△１億５，６３５万３千円）、鉄道駅ホームドア整備事業費（皆減△５，５００万円）な

どである。 
 

 都委託金の収入済額は、１１億５，５５２万７千円で、前年度に比べ１億２，６１１万１

千円（１２．３％）増加した。 
主な収入済額は、徴収取扱費７億８，４１７万１千円、事務処理特例交付金１億８，６９３

万６千円、参議院議員選挙費１億２，８９７万２千円などである。 
増の主なものは、参議院議員選挙費（皆増１億２，８９７万２千円）、徴収取扱費（１，８

８１万７千円）、経済センサス基礎調査費（皆増４３３万１千円）などである。 
減の主なものは、住宅・土地統計調査費（皆減△１，４２５万１千円）、事務処理特例交付

金（△９４０万４千円）、オリンピック教育推進校事業費（△４３５万２千円）などである。 

− 33 −



第１６款 財産収入 

 
 
本款の収入済額は、４億９６９万１千円で、前年度に比べ７，０３１万円（２０．７％）

増加した。 
 

 財産運用収入の収入済額は、２億３，３３９万８千円で、前年度に比べ９８９万円（４．

１％）減少した。 
主な収入済額は、教育施設整備積立基金利子収入８，０１７万２千円、土地貸付料 

６，２５４万７千円、建物貸付料３，２２０万１千円などである。 
増の主なものは、土地貸付料（２１０万６千円）などである。 
減の主なものは、教育施設整備積立基金利子収入（△７４２万円）、総合庁舎整備基金利子

収入（△３５７万８千円）などである。 
 

 財産売払収入の収入済額は、１億７，６２９万３千円で、前年度に比べ８，０１９万９千

円（８３．５％）増加した。 
収入済額の内訳は、不動産売払収入１億６，６０６万２千円、物品売払収入１，０２３万

２千円である。 
増となったものは、不動産売払収入（７，３３９万３千円）、物品売払収入（６８０万６千

円）である。 
 
 

第１７款 寄附金 

 
 
本款の収入済額は、４，２４６万２千円で、前年度に比べ４，５００万５千円（５１．５％）

減少した。 
収入済額の内訳は、夢と誇りあるふるさと葛飾基金寄附金４，２０８万円、奨学資金積立

基金寄附金３８万２千円である。 
減となったものは、夢と誇りあるふるさと葛飾基金寄附金（△４，４９８万７千円）である。 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

489,478,000 409,690,993 83.7 339,381,249 61.9 70,309,744 20.7

財産運用
収入 323,076,000 233,397,700 72.2 243,287,142 53.8 △ 9,889,442 △ 4.1

財産売払
収入 166,402,000 176,293,293 105.9 96,094,107 100.4 80,199,186 83.5

科　目
元年度 ３０年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ╱Ｂ

財産収入

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

42,383,000 42,462,232 100.2 87,466,760 80.1 △ 45,004,528 △ 51.5

寄附金 42,383,000 42,462,232 100.2 87,466,760 80.1 △ 45,004,528 △ 51.5

科　目
元年度 ３０年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ╱Ｂ

寄附金
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第１８款 繰入金 

 
 
本款の収入済額は、６５億８，９６３万７千円で、前年度に比べ８億２，７６９万７千円

（１１．２％）減少した。 
 

 基金繰入金の収入済額は、６４億９，０３３万２千円で、前年度に比べ８億１，１１１万

４千円減少した。 
主な収入済額は、まちづくり基金繰入金２７億１，４３９万３千円、教育施設整備積立基

金繰入金２４億３，９９３万円などである。 
増となったものは、教育施設整備積立基金繰入金（１３億９，６９３万円）である。 
減の主なものは、減債基金繰入金（△１４億８８５万４千円）、公共施設整備基金繰入金（△

７億２，７００万円）などである。 
 

 特別会計繰入金の収入済額は、９，９３０万５千円で、前年度に比べ１，６５８万 
３千円減少した。 
主な収入済額は、後期高齢者医療事業特別会計繰入金７，７２３万２千円、介護保険事業

特別会計繰入金２，２０７万３千円である。 
増となったものは、後期高齢者医療事業特別会計繰入金（３，０９８万８千円）である。 

 減となったものは、介護保険事業特別会計繰入金（△４，２４１万１千円）、国民健康保険

事業特別会計繰入金（皆減△５１６万円）である。 
 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

7,487,276,000 6,589,637,497 88.0 7,417,334,020 88.3 △ 827,696,523 △ 11.2

繰入金 7,487,276,000 6,589,637,497 88.0 7,417,334,020 88.3 △ 827,696,523 △ 11.2

科　目
元年度 ３０年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ╱Ｂ

繰入金

− 35 −



第１９款 繰越金 

 
 
本款の収入済額は、１０１億４，６８６万８千円で、前年度に比べ１７億５，９９６万８

千円（１４．８％）減少した。 
 

 

第２０款 諸収入 

 
 
本款の収入済額は、４７億５６５万円で、前年度に比べ６億８，６２８万６千円（１２．

７％）減少した。 
 

 延滞金、加算金及び過料の収入済額は、１億３，６５２万７千円で、前年度に比べ      

１，７４２万８千円（１１．３％）減少した。 
 
 特別区預金利子の収入済額は、４８万９千円で、前年度に比べ１３万９千円（２２．２％）

減少した。 
 
 貸付金元利収入の収入済額は、３０億６，１５７万８千円で、前年度に比べ５億４，６１

１万９千円（１５．１％）減少した。 
 主な収入済額は、中小企業融資貸付金元利収入１６億円、土地開発公社貸付金元利収入 
８億４，３６４万６千円、駐車場事業特別会計貸付金元利収入５億４，７２４万３千円など

である。 
増の主なものは、高額療養費貸付金元金収入（９９２万円）などである。 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

10,146,868,400 10,146,868,028 100.0 11,906,835,976 100.0 △ 1,759,967,948 △ 14.8

繰越金 10,146,868,400 10,146,868,028 100.0 11,906,835,976 100.0 △ 1,759,967,948 △ 14.8

繰越金

科　目
元年度 ３０年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ╱Ｂ

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

4,920,457,000 4,705,650,039 95.6 5,391,935,637 98.7 △ 686,285,598 △ 12.7

延滞金、加算金
及び過料

139,774,000 136,526,595 97.7 153,955,071 104.7 △ 17,428,476 △ 11.3

特別区預金利子 101,000 488,679 483.8 628,054 621.8 △ 139,375 △ 22.2

貸付金
元利収入 3,062,883,000 3,061,578,167 100.0 3,607,697,347 99.4 △ 546,119,180 △ 15.1

受託事業
収入 453,784,000 244,862,109 54.0 356,547,019 72.3 △ 111,684,910 △ 31.3

雑入 1,263,915,000 1,262,194,489 99.9 1,273,108,146 106.4 △ 10,913,657 △ 0.9

諸収入

科　目
元年度 ３０年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ╱Ｂ
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減の主なものは、土地開発公社貸付金元利収入（△５億４，２４２万７千円）などである。 
 
受託事業収入の収入済額は、２億４，４８６万２千円で、前年度に比べ１億１，１６８万

５千円（３１．３％）減少した。 
主な収入済額は、道路復旧費１億２，２５８万円、予防接種受託収入６，４９５万５千円

などである。 
増の主なものは、京成押上線連続立体交差事業受託収入（１，７０８万４千円）、保育園費

（１，１９３万７千円）などである。 
減の主なものは、緑道整備関連受託収入（皆減△６，９９６万４千円）、道路復旧費（△６，

５５４万２千円）などである。 
 
雑入の収入済額は、１２億６，２１９万４千円で、前年度に比べ１，０９１万４千円（０．

９％）減少した。 
主な収入済額は、自立支援給付費等収入３億１，３９２万２千円、競馬組合配分金１億５，

０００万円、生活保護費返還金１億３，２１０万２千円などである。 
増の主なものは、競馬組合配分金（５，０００万円）、弁償金（３，１６９万３千円）など

である。 
減の主なものは、生活保護費返還金（△１，４７１万４千円）、自立支援給付費等収入（△

１，２２０万８千円）などである。 
 
 

第２１款 特別区債 

 
 

 本款の収入済額は、１７億８，２００万円で、前年度に比べ５億円（３９．０％）増加し

た。 
 
起債の内訳は、小松中学校改築工事等による義務教育施設整備債１３億７，５００万円、

南鎌倉保育園等改築工事による児童福祉施設建設債３億１，４００万円、クライミング施設

建設工事による社会体育施設建設債９，３００万円である。 
増となったものは、義務教育施設整備債（８億２，７００万円）、児童福祉施設建設債（１

億１，９００万円）、社会体育施設建設債（皆増９，３００万円）である。 
減となったものは、校外施設整備債（皆減△５億３，９００万円）である。 

 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

2,077,000,000 1,782,000,000 85.8 1,282,000,000 92.1 500,000,000 39.0

特別区債 2,077,000,000 1,782,000,000 85.8 1,282,000,000 92.1 500,000,000 39.0

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ╱Ｂ

特別区債

科　目
元年度 ３０年度
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（一般会計歳入資料） 

 

ア 款別決算額対前年度比較及び財源別決算状況 

（単位：円・％）

決算額 Ａ 構成比 決算額 Ｂ 構成比

特別区税 35,117,606,869 16.7 34,143,571,063 16.7 974,035,806 2.9

分担金及び負担金 1,617,685,531 0.8 1,783,423,265 0.9 △ 165,737,734 △ 9.3

使用料及び手数料 3,007,016,596 1.4 3,018,725,924 1.5 △ 11,709,328 △ 0.4

財産収入 409,690,993 0.2 339,381,249 0.2 70,309,744 20.7

寄附金 42,462,232 0.0 87,466,760 0.0 △ 45,004,528 △ 51.5

繰入金 6,589,637,497 3.1 7,417,334,020 3.6 △ 827,696,523 △ 11.2

繰越金 10,146,868,028 4.8 11,906,835,976 5.8 △ 1,759,967,948 △ 14.8

諸収入 4,705,650,039 2.2 5,391,935,637 2.6 △ 686,285,598 △ 12.7

計 61,636,617,785 29.3 64,088,673,894 31.3 △ 2,452,056,109 △ 3.8

地方譲与税 687,380,069 0.3 661,223,000 0.3 26,157,069 4.0

利子割交付金 99,993,000 0.0 132,214,000 0.1 △ 32,221,000 △ 24.4

配当割交付金 497,561,000 0.2 440,649,000 0.2 56,912,000 12.9

株式等譲渡所得割交付金 307,343,000 0.1 359,859,000 0.2 △ 52,516,000 △ 14.6

地方消費税交付金 7,267,525,000 3.4 7,593,124,000 3.7 △ 325,599,000 △ 4.3

自動車取得税交付金 202,384,000 0.1 394,178,000 0.2 △ 191,794,000 △ 48.7

環境性能割交付金 71,514,135 0.0 ― ― 71,514,135 皆増

地方特例交付金 1,365,627,000 0.6 439,850,000 0.2 925,777,000 210.5

特別区交付金 80,056,620,000 38.0 77,554,205,000 37.9 2,502,415,000 3.2

交通安全対策特別交付金 41,467,000 0.0 41,816,000 0.0 △ 349,000 △ 0.8

国庫支出金 40,758,628,559 19.3 37,314,715,530 18.2 3,443,913,029 9.2

都支出金 15,935,606,144 7.6 14,566,567,370 7.1 1,369,038,774 9.4

特別区債 1,782,000,000 0.8 1,282,000,000 0.6 500,000,000 39.0

計 149,073,648,907 70.7 140,780,400,900 68.7 8,293,248,007 5.9

210,710,266,692 100.0 204,869,074,794 100.0 5,841,191,898 2.9

依

存

財

源

合　計

自

主

財

源

科　目
元年度 ３０年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ／Ｂ
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イ 一般会計 収入未済 

（単位：円）

元年度 ３０年度 増　減

現年課税分 541,119,206 629,030,678 △ 87,911,472

滞納繰越分 723,917,965 804,371,365 △ 80,453,400

現年課税分 9,936,200 9,864,000 72,200

滞納繰越分 14,905,930 15,113,330 △ 207,400

特別区たばこ税 現年課税分 5,692 0 5,692

高齢者福祉施設費・同過年度収入 10,118,997 9,098,501 1,020,496

保育園費・同過年度収入 50,200,407 75,667,431 △ 25,467,024

母子医療給付費過年度収入 225,251 331,331 △ 106,080

障害者福祉施設費 0 300 △ 300

保育園使用料・同過年度収入 19,040,642 10,093,800 8,946,842

学童保育クラブ使用料・同過年度収入 2,958,310 3,341,640 △ 383,330

工場ビル使用料 145,000 0 145,000

創業支援施設使用料 87,900 0 87,900

区営住宅使用料・同過年度収入 28,449,120 29,042,620 △ 593,500

区民住宅使用料 25,000 0 25,000

高齢者借上住宅使用料・同過年度収入 454,290 423,304 30,986

道路占用料・同過年度収入 1,054,231 1,247,766 △ 193,535

幼稚園保育料・同過年度収入 481,500 1,418,740 △ 937,240

廃棄物処理手数料・同過年度収入 1,483,540 2,887,060 △ 1,403,520

幼稚園入園申請手数料・同過年度収入 2,000 12,000 △ 10,000

財産運用収入 生活協力員住宅貸付料過年度収入 762,830 772,030 △ 9,200

生業資金貸付金元利収入 22,233,613 27,542,133 △ 5,308,520

母子及び父子福祉応急小口資金元金収入 1,958,500 2,490,000 △ 531,500

女性福祉資金貸付金元利収入 13,255,454 15,414,085 △ 2,158,631

高額療養費貸付金元金収入 40,735,000 53,213,000 △ 12,478,000

被災者応急資金貸付金元利収入 83,860 119,860 △ 36,000

災害援護資金貸付金元利収入 2,145,094 1,072,547 1,072,547

奨学資金貸付金元金収入 46,221,284 47,114,200 △ 892,916

受託事業収入 保育園費 4,409,800 0 4,409,800

弁償金 216,876 216,876 0

違約金及び延納利息 534,004 534,004 0

生活保護費返還金・同過年度収入 1,875,351,747 1,744,747,224 130,604,523

賄収入 0 7,340 △ 7,340

雑入 27,222,966 30,066,908 △ 2,843,942

3,439,742,209 3,515,254,073 △ 75,511,864

歳　入　内　容

特別区民税

軽自動車税

負担金

使用料

手数料

貸付金
元利収入

合　計

雑入
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ウ 一般会計 不納欠損 

（単位：円）

元年度 ３０年度 増　減

現年課税分 11,601,500 10,492,564 1,108,936

滞納繰越分 89,606,055 105,490,519 △ 15,884,464

現年課税分 104,600 77,300 27,300

滞納繰越分 1,772,200 2,540,900 △ 768,700

高齢者福祉施設費過年度収入 0 1,681,337 △ 1,681,337

保育園費過年度収入 9,311,950 8,701,720 610,230

母子医療給付費過年度収入 91,520 0 91,520

学童保育クラブ使用料過年度収入 653,000 437,000 216,000

道路占用料過年度収入 627,290 4,119,931 △ 3,492,641

幼稚園保育料過年度収入 279,000 0 279,000

廃棄物処理手数料過年度収入 977,920 0 977,920

幼稚園入園申請手数料過年度収入 3,000 0 3,000

生業資金貸付金元利収入 4,048,593 863,615 3,184,978

母子及び父子福祉応急小口資金元金収入 511,000 679,000 △ 168,000

女性福祉資金貸付金元利収入 168,260 0 168,260

高額療養費貸付金元金収入 3,841,000 0 3,841,000

被災者応急資金貸付金元利収入 0 186,650 △ 186,650

奨学資金貸付金元金収入 763,600 475,800 287,800

生活保護費返還金過年度収入 192,762,299 206,001,400 △ 13,239,101

雑入 5,429,861 3,505,671 1,924,190

322,552,648 345,253,407 △ 22,700,759

雑入

負担金

使用料

手数料

貸付金
元利収入

歳　入　内　容

特別区民税

軽自動車税

合　計
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エ 特別区民税の収納状況の推移 

（単位：千円・％）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

28,672,730 29,429,542 29,981,954 30,816,982 31,688,063

27,927,571 28,755,086 29,346,598 30,183,318 31,141,647

16,219 11,224 10,133 10,493 11,602

葛飾区 97.4 97.7 97.9 97.9 98.3

特別区 98.5 98.5 98.7 98.8 98.7

2,117,590 1,849,081 1,681,803 1,563,522 1,442,109

784,234 706,489 621,605 654,195 629,293

212,157 134,090 127,571 105,491 89,606

葛飾区 37.0 38.2 37.0 41.8 43.6

特別区 34.5 36.9 39.5 42.7 43.1

30,790,320 31,278,623 31,663,757 32,380,504 33,130,173

28,711,805 29,461,575 29,968,203 30,837,513 31,770,940

葛飾区 93.2 94.2 94.6 95.2 95.9

特別区 95.2 96.0 96.7 97.2 97.4

収納率

合　計

調定額

収入額

収納率

収納率

滞　納
繰越分

調定額

収入額

不納欠損額

現年分

調定額

収入額

不納欠損額

87.0

89.0

91.0

93.0

95.0

97.0

99.0

23,000

26,000

29,000

32,000

35,000

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

調定額 収入額
収納率（葛飾区） 収納率（特別区）

(％)
(百万円)

 

 

特別区民税の本年度の収入額は、３１７億７，０９４万円で、前年度に比べ９億３，３４

２万７千円の増となっている。 

本年度の全体の収納率は、９５．９％で、平成２７年度以降上昇傾向にあり、前年度に比

べ０．７ポイント上回っている。収納率の状況を現年分と滞納繰越分とに分けて比較すると、

現年分の本年度の収納率は、９８．３％で、前年度に比べ０．４ポイント上回っている。ま

た、滞納繰越分の本年度の収納率は、４３．６％で、前年度に比べ１．８ポイント上回って

いる。 

− 41 −



オ 保育料の収納状況の推移 

（単位：千円・％）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

1,422,540 1,471,532 1,553,346 1,639,496 1,289,084

1,400,893 1,451,816 1,535,857 1,618,214 1,278,887

98.5 98.7 98.9 98.7 99.2

86,381 89,645 93,625 92,046 85,761

11,294 11,150 14,546 18,991 18,632

7,797 4,999 4,735 8,702 9,312

13.1 12.4 15.5 20.6 21.7

1,508,921 1,561,177 1,646,971 1,731,542 1,374,845

1,412,188 1,462,966 1,550,403 1,637,205 1,297,519

93.6 93.7 94.1 94.6 94.4

現年分

調定額

収入額

収納率

滞　納
繰越分

調定額

収入額

不納欠損額

収納率

合　計

調定額

収入額

収納率

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

500

1,000

1,500

2,000

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

（％）（百万円）
調定額 収入額 収納率

 

 

保育料の本年度の収入額は、１２億９，７５１万９千円で、前年度に比べ３億３，９６８

万６千円の減となっている。 

本年度の全体の収納率は、９４．４％で、前年度に比べ０．２ポイント下回っている。収

納率の状況を現年分と滞納繰越分とに分けて比較すると、現年分の本年度の収納率は、９９．

２％で、前年度に比べ０．５ポイント上回っている。また、滞納繰越分の本年度の収納率は、

２１．７％で、前年度に比べ１．１ポイント上回っている。 
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カ 生業資金貸付金の収納状況の推移 

（単位：千円・％）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

49,089 43,731 35,871 30,313 28,029

3,140 2,932 2,178 1,907 1,747

3,195 5,667 4,119 864 4,049

6.4 6.7 6.1 6.3 6.2

調定額

収入額

不納欠損額

収納率

2.0

6.0

10.0

0

20

40

60

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

調定額 収入額 収納率
(％）(百万円)

 
 
生業資金貸付金の本年度の収入額は、１７４万７千円で、前年度に比べ１６万円の減とな

っている。また、本年度の収納率は、６．２％で、前年度に比べ０．１ポイント下回ってい

る。 

 

キ 奨学資金貸付金の収納状況の推移 

（単位：千円・％）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

84,133 83,946 84,458 85,620 87,255

40,768 39,639 38,309 38,030 40,270

563 252 693 476 764

48.5 47.2 45.4 44.4 46.2

収入額

調定額

不納欠損額

収納率

35.0

50.0

65.0

0

20

40

60

80

100

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

調定額 収入額 収納率
(％)(百万円)

 
 

奨学資金貸付金の本年度の収入額は、４，０２７万円で、前年度に比べ２２４万円の増と

なっている。また、本年度の収納率は、４６．２％で、前年度に比べ１．８ポイント上回っ

ている。 
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（３）歳出 

 

第１款 議会費 

 

本款の支出済額は、５億８，３７３万９千円で、前年度に比べ１，３２９万７千円

（２．２％）減少した。この主な理由は、欠員が発生したことにより区議会議員報酬の支出

が減少したことなどである。 

 

不用額は、７３５万７千円である。 

 
 

第２款 総務費 

 
 

本款の支出済額は、２０４億３，４０７万２千円で、前年度に比べ３０億８，３０１万円

（１３．１％）減少した。 

 

増の主なものは、総務管理費のＩＣＴ基盤管理運営経費の増などによる電子計算運営経費

（１２億２，４２８万１千円）、防災船着場整備経費及び防災行政無線経費の増などによる災

害対策経費（２億９，１４７万１千円）、区民費の文化会館・亀有文化ホール管理運営経費の

増などによる文化振興経費（１億９，０２１万２千円）などである。 

 

増減額 増減率

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

591,096,000 583,739,182 98.8 597,036,381 98.2 △ 13,297,199 △ 2.2

議会費 591,096,000 583,739,182 98.8 597,036,381 98.2 △ 13,297,199 △ 2.2

 議会費

（単位：円・％）

科　目
元年度 ３０年度

増減額 増減率

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

21,967,564,000 20,434,072,121 93.0 23,517,082,533 94.4 △ 3,083,010,412 △ 13.1

総務管理費 18,355,350,000 16,979,659,743 92.5 20,499,771,183 94.6 △ 3,520,111,440 △ 17.2

徴税費 327,515,000 298,671,942 91.2 321,498,724 92.4 △ 22,826,782 △ 7.1

区民費 2,640,456,000 2,554,309,592 96.7 2,277,552,695 93.8 276,756,897 12.2

戸籍住民
基本台帳費

451,736,000 425,396,155 94.2 378,778,102 88.2 46,618,053 12.3

選挙費 165,400,000 154,848,105 93.6 13,817,974 98.3 141,030,131 1,020.6

統計調査費 19,686,000 13,975,914 71.0 18,585,551 80.4 △ 4,609,637 △ 24.8

監査委員費 7,421,000 7,210,670 97.2 7,078,304 96.9 132,366 1.9

 総務費

（単位：円・％）

科　目
元年度 ３０年度
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減の主なものは、総務管理費の基金積立金の減などによる財政管理経費（△３９億６，９

５９万５千円）、土地開発公社への貸付金の減などによる土地開発公社経費（△４億８，

８６０万３千円）、事業用代替地整備経費の減などによる財産管理経費（△３億８，１６０万

円）などである。 

 

不用額は１４億８，０４９万１千円で、この主なものは、総務管理費の非常勤職員・臨時

職員等事務経費が当初の見込みを下回ったことなどによる人事管理事務経費３億７，５５７

万６千円（執行率７６．３％）、住民情報系システム管理運営経費が当初の見込みを下回った

ことなどによる電子計算運営経費３億２，５８３万６千円（執行率９１．８％）、堀切避難橋

河川敷階段改修工事を繰越明許したことなどによる災害対策経費２億３，１７４万６千円（執

行率８２．２％）などである。 

 

 

第３款 環境費 

 
 

本款の支出済額は、４９億１，５０１万８千円で、前年度に比べ１億８，９８８万６千円

（４．０％）増加した。 

 

増の主なものは、清掃費の燃やすごみ・プラスチック製容器包装等収集運搬経費の増など

によるごみ収集作業経費（１億３，５５１万２千円）、一般廃棄物処理基本計画策定経費の皆

増などによる総務事務経費（１，５３５万６千円）、環境推進費の区民の省エネ行動推進経費

の増などによる地球温暖化対策推進事業経費（６，２９７万７千円）などである。 

 

減の主なものは、清掃費の維持管理費の減などによるコンテナ中継所管理運営経費（△３，

１９２万４千円）、車両購入費の減などによる車両維持管理経費（△７８６万７千円）などで

ある。 

 

不用額は２億９，９４６万１千円で、この主なものは、清掃費のごみ収集作業経費１億７，

８９５万 1 千円（執行率９３．６％）、コンテナ中継所の施設及びプラント補修費が当初の見

込みを下回ったことなどによるコンテナ中継所管理運営経費３，２７８万８千円（執行率８

０．１％）、環境推進費の地域緑花推進事業において活動団体への補助が当初の見込みを下回

ったことなどによる緑化推進事業経費１，１２５万７千円（執行率８５．２％）などである。 

増減額 増減率

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率
Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

5,214,479,000 4,915,018,300 94.3 4,725,132,453 94.8 189,885,847 4.0

環境推進費 392,352,000 347,563,768 88.6 280,037,002 82.4 67,526,766 24.1

清掃費 4,822,127,000 4,567,454,532 94.7 4,445,095,451 95.7 122,359,081 2.8

 環境費

（単位：円・％）

科　目
元年度 ３０年度
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第４款 福祉費 

 

 

本款の支出済額は、７９４億１，２２６万３千円で、前年度に比べ５２億１，６６５万９

千円（７．０％）増加した。 

 

増の主なものは、児童福祉費の私立保育所等施設整備費助成及び私立保育所運営費助成の

増などによる私立児童福祉施設措置等経費（２５億２，２００万９千円）、子育て支援拠点施

設（南鎌倉保育園等）建設経費の増などによる子育て支援拠点施設等建設経費（５億３，４

９３万１千円）、高齢者福祉費の特別養護老人ホーム整備費等助成の増などによる総務事務

経費（８億２，５８０万５千円）などである。 

 

減の主なものは、生活保護費の生活扶助費の減などによる生活保護法保護経費（△３億１，

７６６万４千円）、児童福祉費の保育園等大規模改修経費の皆減（△２億６，２３１万７千円）、

保育・給食調理・用務補助員雇上経費の減などによる保育園管理運営経費の減（△３，３２

０万４千円）などである。 

 

不用額は５３億３，７１８万６千円で、この主なものは、児童福祉費の保育所等の利用児

童数が当初の見込みを下回ったことなどによる私立児童福祉施設措置等経費１９億５，３２

１万２千円（執行率８９．８％）、私立幼稚園を利用する児童数が当初の見込みを下回ったこ

となどによる認証保育所運営助成等経費３億９，０３６万３千円（執行率８５．０％）、社会

福祉費のプレミアム付商品券事業補助金の執行が当初の見込みを下回ったことなどによる総

務事務経費６億３，７９７万２千円（執行率７２．７％）などである。 

増減額 増減率

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率
Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

84,873,014,000 79,412,263,334 93.6 74,195,604,769 96.0 5,216,658,565 7.0

社会福祉費 14,500,625,000 13,588,802,505 93.7 12,659,645,956 97.2 929,156,549 7.3

高齢者福祉費 2,188,916,000 2,079,367,917 95.0 1,167,568,322 94.9 911,799,595 78.1

児童福祉費 40,694,282,000 37,376,108,460 91.8 33,670,656,810 94.7 3,705,451,650 11.0

生活保護費 27,489,191,000 26,367,984,452 95.9 26,697,733,681 97.1 △ 329,749,229 △ 1.2

 福祉費

（単位：円・％）

科　目
元年度 ３０年度
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第５款 衛生費 

 

 

本款の支出済額は、５０億１，１６８万２千円で、前年度に比べ３億９６１万５千円（６．

６％）増加した。 

 

増の主なものは、公衆衛生費の胃がん検診経費の増などによるがん対策事業経費（１億６，

５２２万２千円）、予防接種拡充経費の増などによる予防接種事業経費（２，４０６万９千円）、

衛生管理費の精神障害者自立支援経費の増などによる精神保健事業経費（７,９６２万５千

円）などである。 

 

減の主なものは、衛生管理費の公害健康補償費の減などによる公害健康被害補償事業経費

（△２，０１９万２千円）、施設維持管理経費の減などによるねたきり高齢者歯科診療経費

（△４１５万６千円）などである。 

 

不用額は１億７，０３５万８千円で、この主なものは、公衆衛生費の予防接種事業経費４，４５

１万３千円（執行率９６．５％）、健康診査の受診者数が当初の見込みを下回ったことによる一般健

康診査事業経費１，３６３万６千円（執行率８７．７％）、衛生管理費の公害健康被害補償事業経費

２，９８３万円（執行率９６．１％）などである。 

 
 

第６款 産業経済費 

 

 

本款の支出済額は、３３億３，２１１万２千円で、前年度に比べ４億１，３１８万８千円

（１１．０％）減少した。 

増減額 増減率

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率
Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

5,182,040,000 5,011,681,674 96.7 4,702,066,642 94.2 309,615,032 6.6

衛生管理費 2,591,703,000 2,509,698,719 96.8 2,408,943,529 95.4 100,755,190 4.2

公衆衛生費 2,561,523,000 2,477,166,958 96.7 2,273,945,156 93.3 203,221,802 8.9

環境衛生費 28,814,000 24,815,997 86.1 19,177,957 73.8 5,638,040 29.4

 衛生費

（単位：円・％）

科　目
元年度 ３０年度

増減額 増減率

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率
Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

3,988,022,400 3,332,112,239 83.6 3,745,299,851 87.4 △ 413,187,612 △ 11.0

産業振興費 3,952,808,400 3,300,744,197 83.5 3,714,956,093 87.4 △ 414,211,896 △ 11.1

消費者対策費 35,214,000 31,368,042 89.1 30,343,758 87.5 1,024,284 3.4

 産業経済費

（単位：円・％）

科　目
元年度 ３０年度
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増の主なものは、産業振興費の地域産業振興会館駐車場整備経費の皆増などによる地域産

業振興会館管理運営経費（４，２２２万４千円）、公衆浴場設備改善費等助成の増などによる

商業振興事業経費（２，４３５万５千円）、利子補給金の増などによる中小企業融資事業経費

（９８８万３千円）などである。 

 

 減の主なものは、産業振興費の観光文化センターリニューアル委託費の皆減などによる観

光文化センター等管理運営経費（△３億３０８万円）、東四つ木工場ビル建設費割賦金及び利

子支払費の皆減並びに外壁等改修工事費の皆減などによる東四つ木工場ビル経費（△１億３，

９２９万８千円）、都市農業活性化支援事業費助成の皆減などによる農業振興事業経費（４，

７９５万４千円）などである。 

 

 不用額は６億５，５９１万円で、この主なものは、産業振興費の融資実行が当初の見込み

を下回ったことなどによる中小企業融資事業経費５億４，６３６万４千円（執行率７９．２％）、

商店街チャレンジ戦略支援事業経費が当初の見込みを下回ったことなどによる商業振興事業

経費４，４８９万５千円（執行率８９．１％）、かつしか観光推進事業経費が当初の見込みを

下回ったことなどによる観光レクリエーション事業経費１，６７０万９千円（執行率９４．

０％）などである。 

 

第７款 都市整備費 

 

 

本款の支出済額は、１６７億６，４８８万６千円で、前年度に比べ７億３，０１３万５千

円（４．６％）増加した。 

 

増の主なものは、都市整備管理費の公共交通網充実事業経費における新金貨物線旅客化整

備基金積立金の創設などによる総務事務経費（８億８，６９９万５千円）、道路橋梁費の橋梁

補修経費の増などによる道路橋梁維持管理経費（５億６，３０９万６千円）、道路橋梁費の新

中川橋梁架替事業経費の増などによる道路橋梁新設改良経費（２億６，５５６万６千円）な

どである。 

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率

17,864,692,000 16,764,885,865 93.8 16,034,750,588 91.9 730,135,277 4.6

都市整備管理費 2,209,111,000 2,130,913,627 96.5 1,204,757,024 91.5 926,156,603 76.9

街づくり費 6,435,169,000 6,193,440,527 96.2 6,299,879,719 88.3 △ 106,439,192 △ 1.7

道路橋梁費 6,614,634,000 6,110,373,813 92.4 6,342,628,551 95.0 △ 232,254,738 △ 3.7

河川費 607,446,000 417,470,433 68.7 252,406,150 93.3 165,064,283 65.4

公園費 1,998,332,000 1,912,687,465 95.7 1,935,079,144 94.9 △ 22,391,679 △ 1.2

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

（単位：円・％）

 都市整備費

科　目
元年度 ３０年度
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減の主なものは、道路橋梁費の補助２７６号線（一口橋南地区）整備事業経費の減など

による都市計画道路整備事業経費（△１２億１，５５７万９千円）、街づくり費の京成押

上線連続立体交差事業経費の減などによる街づくり事業経費（△３億１，８１４万２千

円）、公園費の飯塚なかよし公園整備経費の皆減などによる地域の核となる公園整備経費

（△１億９，４３８万９千円）などである。 
 

不用額は１０億３，６９４万２千円で、この主なものは、道路橋梁費の区画街路４号

線（四つ木西地区）整備事業経費等の委託費及び工事費が当初の見込みを下回ったこと

などによる都市計画道路整備事業経費２億２，８９１万７千円（執行率８７．５％）、道

路橋梁維持費の道路橋梁維持管理経費１億６，５１１万円（執行率９２．８％）などで

ある。 

 

 

第８款 教育費 

 

本款の支出済額は、２３８億６，５７５万２千円で、前年度に比べ１２億６，２１０万

４千円（５．６％）増加した。 
 

増の主なものは、中学校費の小松中学校改築経費の増による校舎建設経費（１７億６，

５４３万２千円）、小学校費の東金町小学校改築経費の増などによる校舎建設経費（８億

６，９９９万３千円）、教育総務費の高砂小学校・高砂中学校改築経費の増による小中合

築校舎建設経費（３億１，７２８万４千円）などである。 
 

減の主なものは、教育総務費の教育施設整備積立基金積立金（△２０億７４２万円）、

校外施設費の日光林間学園園舎等改修工事費の皆減などによる日光林間学園管理運営経

費（△７億４，０２８万３千円）、教育総務費の総合教育センター改修工事費の皆減など

による総合教育センター管理運営経費（△３億７，６１３万９千円）などである。 

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率

25,510,607,000 23,865,752,394 93.6 22,603,648,330 95.2 1,262,104,064 5.6

教育総務費 6,910,199,000 6,547,095,608 94.7 8,322,902,565 96.7 △ 1,775,806,957 △ 21.3

小学校費 6,177,919,000 5,807,721,356 94.0 4,492,652,844 92.2 1,315,068,512 29.3

中学校費 5,985,246,000 5,580,660,313 93.2 3,553,618,010 96.3 2,027,042,303 57.0

校外施設費 87,695,000 81,635,985 93.1 821,896,864 96.8 △ 740,260,879 △ 90.1

幼稚園費 53,794,000 41,461,755 77.1 29,552,435 86.8 11,909,320 40.3

社会教育費 3,913,742,000 3,583,922,240 91.6 3,586,535,012 94.1 △ 2,612,772 △ 0.1

社会体育費 2,382,012,000 2,223,255,137 93.3 1,796,490,600 95.9 426,764,537 23.8

 教育費

（単位：円・％）

科　目
元年度 ３０年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ／Ｂ
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不用額は１４億８，５７７万２千円で、この主なものは、教育総務費の学校教育活動

指導経費１億８，０９２万円（執行率９２．５％）、小学校費の小学校維持管理経費１億

４，４９７万１千円（執行率９０．１％）、中学校費の光熱水費及び工事費が当初の見込

みを下回ったことなどによる中学校維持管理経費１億４，３３８万３千円（執行率８５．

１％）などである。 

 

 

第９款 職員費   

 
 

本款の支出済額は、２５２億８，７８４万円で、前年度に比べ２億８，０６１万２千

円（１．１％）減少した。 

この主な理由は、退職者数の減少に伴い、退職手当が２億９，１３２万３千円減少し

たことなどである。 

 

 

第１０款 公債費 

 
 
本款の支出済額は、１４億９，８６２万３千円で、前年度に比べ１４億６，１１０万

１千円（４９．４％）減少した。 
 
減の主なものは、特別区債元金償還経費の都市整備債（△１３億３，７９３万１千円）

などである。 
 
 参考として、この公債費の支出の基となっている特別区債（元金）について次に記載

する。 
 

（単位：円・％）

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率

26,072,945,000 25,287,840,015 97.0 25,568,452,508 95.4 △ 280,612,493 △ 1.1

職員費 26,072,945,000 25,287,840,015 97.0 25,568,452,508 95.4 △ 280,612,493 △ 1.1

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

科　目
元年度

 職員費

３０年度

（単位：円・％）

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率

1,506,840,000 1,498,622,952 99.5 2,959,724,235 98.8 △ 1,461,101,283 △ 49.4

公債費 1,506,840,000 1,498,622,952 99.5 2,959,724,235 98.8 △ 1,461,101,283 △ 49.4

増減率
Ｃ／Ｂ

 公債費

科　目
３０年度元年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
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第１１款 諸支出金   

 

 

本款の支出済額は、１６７億５，９９４万６千円で、前年度に比べ６億８，６５３万

７千円（４．３％）増加した。 

 

特別会計繰出金の内訳は、国民健康保険事業特別会計へ４７億８，９１８万２千円、

後期高齢者医療事業特別会計へ５７億３，７５７万３千円、介護保険事業特別会計へ５

６億９，８５９万６千円、駐車場事業特別会計へ１，４５９万４千円を繰り出したほか、

駐車場事業特別会計へ５億２，０００万円を貸し付けた。 

 

増の主なものは、介護保険事業特別会計繰出金（４億２，６８９万８千円）、後期高

齢者医療事業特別会計繰出金（２億４６３万１千円）などである。 

 

 減となったものは、駐車場事業特別会計貸付金（△１，３００万円）、駐車場事業特

別会計繰出金（△１２２万７千円）である。 

 

(参考）　令和元年度　特別区債（元金）の状況 （単位：円）

３０年度末残額 元年度償還額 元年度起債額 元年度末残額

総 務 債 211,000,000 0 0 211,000,000

福 祉 債 918,264,086 65,344,473 314,000,000 1,166,919,613

都 市 整 備 債 1,678,216,893 619,764,798 0 1,058,452,095

教 育 債 11,178,167,235 681,541,585 1,468,000,000 11,964,625,650

住 民 税 減 税
補 て ん 債

27,266,538 27,266,538 0 0

合　　　　計 14,012,914,752 1,393,917,394 1,782,000,000 14,400,997,358

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率

17,546,178,000 16,759,945,525 95.5 16,073,408,476 94.5 686,537,049 4.3

特別会計繰出金 17,546,178,000 16,759,945,525 95.5 16,073,408,476 94.5 686,537,049 4.3

 諸支出金

（単位：円・％）

科　目
元年度 ３０年度

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ
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第１２款 予備費   

 

予備費充用の款項別内訳は、次のとおりである。  

 

 
本款の予算計上額は、４億４，８００万円であり、上の表に記載した緊急かつ必要な

経費に３億１，１０３万 1 千円を充用した。 
 
 

款 項 金　額

福祉費 社会福祉費 148,000,000

都市整備費 都市整備管理費 15,000,000

教育費 社会体育費 148,031,000

311,031,000

（単位：円）

合　計

充　　　用　　　理　　　由

台風第１５号による倒木被害や第１９号による河川敷
被害の原状復旧等に要した経費

低所得者・子育て世帯主向けプレミアム付商品券発行
に要した事業経費

台風第１５号及び第１９号による被災住宅補修緊急支
援のための住宅補修支援補助制度を創設した経費
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４ 特別会計 

（１）国民健康保険事業特別会計 

ア 総括 

    歳入歳出決算の総額は、次のとおりである。 
 

歳 入 

予算現額                   ４９，０６８，７０２，０００ 円 

調定額                    ４９，７８４，４５７，２８５ 円 

収入済額                   ４５，７７１，２９１，４１０ 円・・・・Ａ 

不納欠損額                     ８３７，７３６，１１３ 円 

収入未済額                    ３，２１５，３２４，９５２ 円 

還付未済額                        ３９，８９５，１９０ 円 

 

歳 出 

予算現額                  ４９，０６８，７０２，０００ 円 

支出済額                   ４５，５１２，３８７，０５４ 円・・・・Ｂ 

翌年度繰越額                                   ０ 円 

不用額                      ３，５５６，３１４，９４６ 円 

 

歳入歳出差引額              ２５８，９０４，３５６ 円・・・・Ｃ 

    (収入済額－支出済額) 

 

財政収支の推移は、次のとおりである。 

 

本年度の形式収支、実質収支ともに同額の２億５，８９０万４千円で、実質収支から前年

度の実質収支を控除した単年度収支は、１億３９０万８千円の赤字となっている。             

元年度 ３０年度 ２９年度

決算額　   　Ａ 45,771,291,410 47,892,016,171 55,428,061,052

前年度比 △ 4.4 △ 13.6 △ 3.4

決算額       Ｂ 45,512,387,054 47,529,204,184 54,741,604,948

前年度比 △ 4.2 △ 13.2 △ 4.1

258,904,356 362,811,987 686,456,104

0 0 0

258,904,356 362,811,987 686,456,104

362,811,987 686,456,104 285,301,498

△ 103,907,631 △ 323,644,117 401,154,606

（単位：円・％）

区　分

 　歳　入

　 歳　出

 単年度収支　　 　    Ｅ－Ｆ

 前年度実質収支           Ｆ

 形式収支　　　 　Ｃ＝Ａ－Ｂ

 実質収支　　　 　Ｅ＝Ｃ－Ｄ

 翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ
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イ 歳入款別増減 

 
（注）○は、東京都が国保財政運営の責任主体となったことに伴い、令和元年度から廃止された科目 

 

第１款 国民健康保険料 

本款の収入済額は、１０７億３，３８１万４千円で、前年度に比べ５億５，４３１万２千

円（４．９％）減少した。これは、被保険者数の減により、一般被保険者の医療保険料現年

分が３億７５３万８千円の減、後期高齢者支援金保険料現年分が８，０５３万８千円の減と

なったことなどによる。 

 

第５款 都支出金 

 本款の収入済額は、２９７億８，５０８万３千円で、前年度に比べ１２億９，５１０万１

千円（４．２％）減少した。これは、保険給付費等交付金の普通交付金が１２億３，３２８

万７千円の減となったことなどによる。 

 

第７款 繰入金 

 本款の収入済額は、４７億８，９１８万２千円で、前年度に比べ６，９２３万５千円（１．

５％）増加した。 

（単位：円・％）

収入済額　Ａ 構成比 収入済額　Ｂ 構成比

1 国民健康保険料 10,733,813,965 23.5 11,288,126,141 23.6 △ 554,312,176 △ 4.9

2 一部負担金 0 0.0 0 0.0 0 －

3 使用料及び
手数料 114,000 0.0 109,500 0.0 4,500 4.1

4 国庫支出金 68,000 0.0 44,000 0.0 24,000 54.5

5 都支出金 29,785,083,340 65.1 31,080,184,608 64.9 △ 1,295,101,268 △ 4.2

6 財産収入 0 0.0 0 0.0 0 －

7 繰入金 4,789,182,000 10.5 4,719,947,000 9.9 69,235,000 1.5

8 繰越金 362,811,987 0.8 686,456,104 1.4 △ 323,644,117 △ 47.1

9 諸収入 100,218,118 0.2 77,677,298 0.2 22,540,820 29.0

〇 療養給付費等
交付金 0 0.0 39,471,520 0.1 △ 39,471,520 △ 100.0

45,771,291,410 100.0 47,892,016,171 100.0 △ 2,120,724,761 △ 4.4合 計

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

元年度 ３０年度
科 目

− 54 −



ウ 歳出款別増減 

 

 

第１款 総務費 

 本款の支出済額は、５億６，６６４万２千円で、前年度に比べ８，４６５万１千円（１３．

０％）減少した。これは、一般管理費の職員人件費が６，８１４万７千円の減となったこと

などによる。 

 

第２款 保険給付費 

 本款の支出済額は、２９３億５，５８３万６千円で、前年度に比べ１０億８，２１９万１

千円（３．６％）減少した。これは、一般被保険者療養給付費が８億４，５４８万２千円の

減、退職被保険者等療養給付費が１億４，４３６万９千円の減となったことなどによる。 

 

第３款 国民健康保険事業費納付金 

 本款の支出済額は、１４６億７，８２３万円で、前年度に比べ５億７７５万６千円（３．

３％）減少した。これは、一般被保険者医療給付費分が３億２，７９４万６千円の減、一般

被保険者後期高齢者支援金等分が１億３９０万７千円の減となったことなどによる。 

 

（単位：円・％）

支出済額　Ａ 構成比 支出済額　Ｂ 構成比

1 総務費 566,642,232 1.2 651,293,251 1.4 △ 84,651,019 △ 13.0

2 保険給付費 29,355,836,401 64.5 30,438,026,920 64.0 △ 1,082,190,519 △ 3.6

3 国民健康保険事業費納付金 14,678,229,721 32.3 15,185,985,591 32.0 △ 507,755,870 △ 3.3

4 財政安定化基金拠出金 0 0.0 0 0.0 0 －

5 保健事業費 461,108,815 1.0 470,019,142 1.0 △ 8,910,327 △ 1.9

6 諸支出金 450,569,885 1.0 783,879,280 1.6 △ 333,309,395 △ 42.5

7 予備費 0 0.0 0 0.0 0 －

45,512,387,054 100.0 47,529,204,184 100.0 △ 2,016,817,130 △ 4.2合　計

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

元年度 ３０年度
科　目

− 55 −



（２）後期高齢者医療事業特別会計 

ア 総括 

  歳入歳出決算の総額は、次のとおりである。 

 

歳 入 

予算現額                 １０，６１２，７９６，０００ 円 

調定額                   １０，５２１，３９６，５５９ 円 

収入済額                 １０，３９８，３５２，２０４ 円・・・・Ａ 

不納欠損額                      ２２，４６６，５１７ 円 

収入未済額                      １１４，１４６，９３８ 円 

還付未済額                     １３，５６９，１００ 円 

 

歳 出 

予算現額                  １０，６１２，７９６，０００ 円 

支出済額                  １０，３９８，３５２，２０４ 円・・・・Ｂ 

翌年度繰越額                                  ０ 円 

不用額                        ２１４，４４３，７９６ 円 

 

歳入歳出差引額                              ０ 円・・・・Ｃ 

    (収入済額－支出済額) 

 

財政収支の推移は、次のとおりである。 

 

本年度の形式収支、実質収支ともに０円で、実質収支から前年度の実質収支を控除し

た単年度収支も０円となっている。 

 

元年度 ３０年度 ２９年度

決算額　   　Ａ 10,398,352,204 10,014,747,670 9,576,458,147

前年度比 3.8 4.6 2.7

決算額　   　Ｂ 10,398,352,204 10,014,747,670 9,576,458,147

前年度比 3.8 4.6 2.8

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 7,603,893

0 0 △ 7,603,893

 前年度実質収支　　 　　　Ｆ

 実質収支　　　 　Ｅ＝Ｃ－Ｄ

 単年度収支　　　     Ｅ－Ｆ

（単位：円・％）

区　分

 　歳　入

　 歳　出

 翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ

 形式収支　　　 　Ｃ＝Ａ－Ｂ

− 56 −



イ 歳入款別増減 

 

 

第１款 後期高齢者医療保険料 

 本款の収入済額は、４２億５，８０９万７千円で、前年度に比べ１億５，２３０万６千

円（３．７％）増加した。これは、後期高齢者医療保険料の現年分が１億５，５００万２

千円の増となったことなどによる。 

 

第３款 繰入金 

 本款の収入済額は、５７億３，７５７万３千円で、前年度に比べ２億４６３万１千円

（３．７％）増加した。 

 

 

ウ 歳出款別増減 

 

 

第２款 広域連合分賦金 

 本款の支出済額は、９５億７，４５２万７千円で、前年度に比べ３億７，９２９万５千

円（４．１％）増加した。これは、療養給付費分賦金が１億７，５９８万６千円の増とな

ったことなどによる。 

（単位：円・％）

収入済額　Ａ 構成比 収入済額　Ｂ 構成比

1 後期高齢者
医療保険料 4,258,097,116 40.9 4,105,791,313 41.0 152,305,803 3.7

2 使用料及び手数料 900 0.0 6,900 0.0 △ 6,000 △ 87.0

3 繰入金 5,737,573,066 55.2 5,532,941,680 55.2 204,631,386 3.7

4 繰越金 0 0.0 0 0.0 0 －

5 諸収入 402,681,122 3.9 376,007,777 3.8 26,673,345 7.1

10,398,352,204 100.0 10,014,747,670 100.0 383,604,534 3.8

科　目

合　計

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

元年度 ３０年度

（単位：円・％）

支出済額　Ａ 構成比 支出済額　Ｂ 構成比

1 総務費 310,690,592 3.0 336,152,928 3.4 △ 25,462,336 △ 7.6

2 広域連合分賦金 9,574,527,259 92.1 9,195,232,106 91.8 379,295,153 4.1

3 保健事業費 425,237,253 4.1 427,974,836 4.3 △ 2,737,583 △ 0.6

4 諸支出金 87,897,100 0.8 55,387,800 0.6 32,509,300 58.7

5 予備費 0 0.0 0 0.0 0 －

10,398,352,204 100.0 10,014,747,670 100.0 383,604,534 3.8

増減率
Ｃ／Ｂ

合　計

元年度 ３０年度 増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

科　目

− 57 −



（３）介護保険事業特別会計 

ア 総括 

    歳入歳出決算の総額は、次のとおりである。 

 

歳 入 

予算現額                   ３９，２０５，７１９，０００ 円 

調定額                     ３９，５４６，２１７，９２４ 円 

収入済額                   ３９，０１５，５１５，０５８ 円・・・・Ａ 

不納欠損額                        １４６，７３８，５５８ 円 

収入未済額                        ４０６，７１４，０９４ 円 

還付未済額                          ２２，７４９，７８６ 円 

 

歳 出 

予算現額                   ３９，２０５，７１９，０００ 円 

支出済額                    ３８，５２８，６１３，９１９ 円・・・・Ｂ 

翌年度繰越額                                   ０ 円 

不用額                         ６７７，１０５，０８１ 円 

 

歳入歳出差引額                     ４８６，９０１，１３９ 円・・・・Ｃ 

    (収入済額－支出済額) 

 

財政収支の推移は、次のとおりである。 

 
 本年度の形式収支、実質収支ともに同額の４億８，６９０万１千円で、実質収支から前年

度の実質収支を控除した単年度収支は、２億５，２７４万５千円の赤字となっている。 

元年度 ３０年度 ２９年度

決算額　 　　Ａ 39,015,515,058 38,132,990,960 36,653,176,354

前年度比　　 2.3 4.0 5.0

決算額　   　Ｂ 38,528,613,919 37,393,344,341 35,766,424,019

前年度比　　 3.0 4.5 4.7

486,901,139 739,646,619 886,752,335

0 0 0

486,901,139 739,646,619 886,752,335

739,646,619 886,752,335 732,697,372

△ 252,745,480 △ 147,105,716 154,054,963

 前年度実質収支 　　  　　Ｆ

 実質収支　 　  　Ｅ＝Ｃ－Ｄ

 単年度収支　  　     Ｅ－Ｆ

（単位：円・％）

区　分

 　歳　入

 翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ

　 歳　出

 形式収支　　　　 Ｃ＝Ａ－Ｂ

− 58 −



イ 歳入款別増減 

 

 

第１款 介護保険料 

 本款の収入済額は、８０億８，７９２万円で、前年度に比べ１億６，７１８万１千円（２．

０％）減少した。これは、現年分が１億７，２３７万７千円の減となったことなどによる。 

 

第３款 国庫支出金 

 本款の収入済額は、８９億３，６９６万２千円で、前年度に比べ１億４，２２３万５千円

（１．６％）増加した。これは、介護保険交付金の調整交付金が１億３，１１８万３千円の

増、介護予防・日常生活支援総合事業交付金が１，４５５万７千円の増となったことなどに

よる。 

 

第５款 支払基金交付金 

 本款の収入済額は、９６億６，４７４万２千円で、前年度に比べ３億６７１万７千円（３．

３％）増加した。これは、介護給付費交付金の現年度分が３億４，３４７万７千円の増とな

ったことなどによる。 

（単位：円・％）

収入済額　Ａ 構成比 収入済額　Ｂ 構成比

1 介護保険料 8,087,919,548 20.7 8,255,100,292 21.6 △ 167,180,744 △ 2.0

2 使用料及び
手数料 0 0.0 0 0.0 0 －

3 国庫支出金 8,936,961,801 22.9 8,794,726,650 23.1 142,235,151 1.6

4 都支出金 5,282,932,303 13.5 5,042,883,657 13.2 240,048,646 4.8

5 支払基金
交付金 9,664,742,268 24.8 9,358,024,988 24.5 306,717,280 3.3

6 財産収入 471,982 0.0 148,602 0.0 323,380 217.6

7 繰入金 6,298,596,459 16.1 5,771,698,796 15.1 526,897,663 9.1

8 繰越金 739,646,619 1.9 886,752,335 2.3 △ 147,105,716 △ 16.6

9 諸収入 4,244,078 0.0 23,655,640 0.1 △ 19,411,562 △ 82.1

39,015,515,058 100.0 38,132,990,960 100.0 882,524,098 2.3

科　目

合　計

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

元年度 ３０年度

− 59 −



ウ 歳出款別増減 

 

 

第２款 保険給付費 

 本款の支出済額は、３４７億９，１１７万５千円で、前年度に比べ１２億４，５７１万８

千円（３．７％）増加した。これは、介護サービス諸費の居宅介護サービス給付経費が４億

７，４０７万８千円の増、施設介護サービス給付経費が２億５，５３１万７千円の増となっ

たことなどによる。 
 
第３款 地域支援事業費 

 本款の支出済額は、１７億９４６万円で、前年度に比べ９，４８５万２千円（５．９％）

増加した。これは、介護予防・生活支援サービス事業費の介護予防・生活支援サービス事業

経費が６，１９６万７千円の増となったことなどによる。 
 

（単位：円・％）

支出済額　Ａ 構成比 支出済額　Ｂ 構成比

1 総務費 730,578,510 1.9 718,113,746 1.9 12,464,764 1.7

2 保険給付費 34,791,175,440 90.3 33,545,457,335 89.7 1,245,718,105 3.7

3 地域支援
事業費 1,709,459,838 4.4 1,614,607,917 4.3 94,851,921 5.9

4 基金積立金 946,238,014 2.5 954,366,624 2.6 △ 8,128,610 △ 0.9

5 諸支出金 351,162,117 0.9 560,798,719 1.5 △ 209,636,602 △ 37.4

6 予備費 0 0.0 0 0.0 0 －

38,528,613,919 100.0 37,393,344,341 100.0 1,135,269,578 3.0

増減率
Ｃ／Ｂ

合　計

元年度 ３０年度 増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

科　目

− 60 −



（４）駐車場事業特別会計 

ア 総括 

  歳入歳出決算の総額は、次のとおりである。 

 

歳 入 

予算現額                  ６９２，７００，０００ 円 

調定額                    ６８４，８８９，８２９ 円 

収入済額                   ６８４，８８９，８２９ 円・・・・Ａ 

不納欠損額                                     ０ 円 

収入未済額                                     ０ 円 

還付未済額                             ０ 円 

 

歳 出 

予算現額                  ６９２，７００，０００ 円 

支出済額                  ６８４，３９９，８８６ 円・・・・Ｂ 

翌年度繰越額                                   ０ 円 

不用額                       ８，３００，１１４ 円 

 

歳入歳出差引額              ４８９，９４３ 円・・・・Ｃ 

    (収入済額－支出済額) 

 

財政収支の推移は、次のとおりである。 

 

  本年度の形式収支、実質収支ともに同額の４９万円で、実質収支から前年度の実質収

支を控除した単年度収支は、１４万円の赤字となっている。 

元年度 ３０年度 ２９年度

決算額　　 　Ａ 684,889,829 694,276,805 624,415,828

前年度比 △ 1.4 11.2 2.5

決算額　　   Ｂ 684,399,886 693,646,612 624,122,381

前年度比 △ 1.3 11.1 2.6

489,943 630,193 293,447

0 0 0

489,943 630,193 293,447

630,193 293,447 883,630

△ 140,250 336,746 △ 590,183

（単位：円・％）

区　分

 形式収支　　　 　Ｃ＝Ａ－Ｂ

 実質収支         Ｅ＝Ｃ－Ｄ

 翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ

 単年度収支           Ｅ－Ｆ

 前年度実質収支           Ｆ

 　歳　入

　 歳　出
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イ 歳入款別増減 

 

 

第３款 繰入金 

 本款の収入済額は、５億３，４５９万４千円で、前年度に比べ１，４２２万７千円

（２．６％）減少した。これは、一般会計借入金が１，３００万円の減となったこと 

などによる。 

 

 

ウ 歳出款別増減 

 

 

第３款 諸支出金 

 本款の支出済額は、５億４，７２４万３千円で、前年度に比べ１，２０６万１千円

（２．２％）減少した。これは、一般会計借入金償還金が減となったことによる。 

（単位：円・％）

収入済額 Ａ 構成比 収入済額 Ｂ 構成比

1 使用料及び手数料 1,224 0.0 1,476 0.0 △ 252 △ 17.1

2 財産収入 0 0.0 0 0.0 0 －

3 繰入金 534,594,000 78.1 548,821,000 79.0 △ 14,227,000 △ 2.6

4 繰越金 630,193 0.1 293,447 0.0 336,746 114.8

5 諸収入 149,664,412 21.9 145,160,882 20.9 4,503,530 3.1

684,889,829 100.0 694,276,805 100.0 △ 9,386,976 △ 1.4合　計

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

元年度 ３０年度
科　目

（単位：円・％）

支出済額 Ａ 構成比  支出済額 Ｂ 構成比

1 駐車場事業費 27,504,460 4.0 24,690,486 3.6 2,813,974 11.4

2 公債費 109,652,226 16.0 109,652,226 15.8 0 0.0

3 諸支出金 547,243,200 80.0 559,303,900 80.6 △ 12,060,700 △ 2.2

684,399,886 100.0 693,646,612 100.0 △ 9,246,726 △ 1.3

増減率
Ｃ／Ｂ

合　計

科　目
３０年度元年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
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（特別会計歳入資料） 

 

ア 収入未済 

 

(単位：円)

元年度 ３０年度 増　減

一般被保険者医療保険料 　 (現年分) 1,140,812,305 1,163,124,739 △ 22,312,434

一般被保険者医療保険料(滞納繰越分) 1,092,373,830 1,082,314,804 10,059,026

一般被保険者後期高齢者支援金保険料
　　　　　　　　　　　　　(現年分)

354,250,123 356,234,729 △ 1,984,606

一般被保険者後期高齢者支援金等保険料
　　　　　　　　　 　 (滞納繰越分)

283,012,508 257,372,690 25,639,818

一般被保険者介護保険料　  (現年分) 168,791,286 162,759,270 6,032,016

一般被保険者介護保険料(滞納繰越分) 143,970,801 144,498,219 △ 527,418

退職被保険者等医療保険料  (現年分) 628,050 1,003,005 △ 374,955

退職被保険者等医療保険料
　　　　　　　　　 　 (滞納繰越分)

2,206,730 4,347,145 △ 2,140,415

退職被保険者等後期高齢者支援金保険料
                       　 (現年分)

193,902 446,990 △ 253,088

退職被保険者等後期高齢者支援金等保険
料                 　 (滞納繰越分)

662,287 1,290,752 △ 628,465

退職被保険者等介護保険料  (現年分) 177,363 532,225 △ 354,862

退職被保険者等介護保険料
　　　　　　　　　　　(滞納繰越分)

519,432 1,112,888 △ 593,456

加算金、延滞金
及び過料

一般被保険者加算金 0 60,418 △ 60,418

一般被保険者第三者納付金 1,234,965 1,211,061 23,904

退職被保険者等第三者納付金 0 81,028 △ 81,028

一般被保険者返納金 26,473,030 29,310,738 △ 2,837,708

退職被保険者等返納金 18,340 1,190 17,150

後期高齢者医療保険料　　 （現年分） 76,334,248 60,069,245 16,265,003

後期高齢者医療保険料　(滞納繰越分) 37,812,690 35,675,326 2,137,364

介護保険料　　　　　　　 （現年分） 183,564,947 198,610,089 △ 15,045,142

介護保険料　　　　　 （滞納繰越分） 200,615,113 216,022,299 △ 15,407,186

加算金、延滞金
及び過料

加算金 495,709 495,709 0

返納金 21,886,889 23,560,770 △ 1,673,881

雑入 151,436 151,436 0

3,736,185,984 3,740,286,765 △ 4,100,781合　計

歳　入　内　容

国
民
健
康
保
険

介
護
保
険

雑入

後
期
高
齢

国民健康保険料

雑入

後期高齢者
医療保険料

介護保険料
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イ 不納欠損 

 

(単位：円)

元年度 ３０年度 増　減

一般被保険者医療保険料(滞納繰越分) 578,668,884 584,147,502 △ 5,478,618

一般被保険者後期高齢者支援金等保険料
　　　　　　　　　　  (滞納繰越分)

165,630,003 176,693,228 △ 11,063,225

一般被保険者介護保険料(滞納繰越分) 79,407,409 83,389,055 △ 3,981,646

退職被保険者等医療保険料
　　　　　　　　　　  (滞納繰越分)

1,849,162 3,192,484 △ 1,343,322

退職被保険者等後期高齢者支援金等保険
料　　　　　　　　　  (滞納繰越分)

558,623 991,432 △ 432,809

退職被保険者等介護保険料
　　　　　　　　　　  (滞納繰越分)

525,816 942,692 △ 416,876

一般被保険者第三者納付金 176,883 1,284,033 △ 1,107,150

退職被保険者等第三者納付金 81,028 0 81,028

一般被保険者返納金 10,838,305 0 10,838,305

後
期

高
齢

後期高齢者
医療保険料

後期高齢者医療保険料  (滞納繰越分) 22,466,517 24,220,490 △ 1,753,973

介
護

保
険 介護保険料 介護保険料　　　　　 （滞納繰越分） 146,738,558 151,987,993 △ 5,249,435

1,006,941,188 1,026,848,909 △ 19,907,721合　計

歳　入　内　容

国
民
健
康
保
険

国民健康保険料

雑入
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ウ 国民健康保険料の収納状況の推移 

 

 

 

 国民健康保険料の本年度の収入額は、１０７億３，３８１万４千円で、前年度に比べ５

億５，４３１万２千円の減となっている。 

本年度の収納率は７３．０％で、前年度に比べ０．９ポイント下回っている。収納率の

状況を現年分と滞納繰越分とに分けて比較すると、現年分の本年度の収納率は、８５．

９％で、前年度に比べ０．４ポイント下回っている。また、滞納繰越分の本年度の収納率

は、２６．３％で、前年度に比べ３．１ポイント下回っている。 

（単位：千円・％）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

12,531,625 12,386,934 12,163,454 11,956,061 11,522,117

10,518,380 10,561,449 10,435,237 10,316,620 9,894,807

葛飾区 83.9 85.3 85.8 86.3 85.9

特別区 85.7 85.9 86.3 86.8 87.3

4,068,967 3,726,783 3,512,146 3,308,784 3,186,040

1,348,494 1,082,900 1,038,776 971,507 839,007

921,994 922,935 931,584 849,356 826,640

葛飾区 33.1 29.1 29.6 29.4 26.3

特別区 29.3 27.9 28.2 28.3 30.0

16,600,592 16,113,717 15,675,600 15,264,844 14,708,157

11,866,874 11,644,350 11,474,013 11,288,126 10,733,814

葛飾区 71.5 72.3 73.2 73.9 73.0

特別区 73.3 73.8 74.3 75.2 76.3

合 計

現年分

滞　納
繰越分

収納率

不納欠損額

調定額

収入額

収納率

収納率

調定額

収入額

調定額

収入額

66.0

70.0

74.0

78.0

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

(%)
（百万円）

調定額 収入額

収納率（葛飾区） 収納率（特別区）
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エ 後期高齢者医療保険料の収納状況の推移 

 

 

 

 後期高齢者医療保険料の本年度の収入額は、４２億５，８０９万７千円で、前年度に比

べ１億５，２３０万６千円の増となっている。本年度の収納率は９７．２％で、前年度よ

り０．３ポイント下回っている。 

 本年度の収納率を現年分と滞納繰越分に分けて比較すると、現年分は前年度より０．

４ポイント下回り、滞納繰越分は前年度より１．８ポイント下回っている。 

（単位：千円・％）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

3,612,069 3,785,009 3,949,440 4,111,517 4,285,749

3,562,317 3,739,885 3,905,080 4,067,491 4,222,493

98.6 98.8 98.9 98.9 98.5

96,761 96,714 93,444 98,070 95,393

38,033 38,049 31,854 38,300 35,604

20,820 21,485 21,927 24,220 22,467

39.3 39.3 34.1 39.1 37.3

3,708,829 3,881,723 4,042,884 4,209,588 4,381,141

3,600,351 3,777,934 3,936,934 4,105,791 4,258,097

97.1 97.3 97.4 97.5 97.2

合 計

収納率

調定額

収入額

調定額

収入額

収納率

滞　納
繰越分 不納欠損額

調定額

収入額

収納率

現年分

92.0

94.0

96.0

98.0

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

(%)

（百万円） 調定額 収入額 収納率
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オ 介護保険料の収納状況の推移 

 

 

 

 介護保険料の本年度の収入額は、８０億８，７９２万円で、前年度に比べ１億６，７１

８万１千円の減となっている。本年度の収納率は９４．１％で、前年度に比べ０．３ポイ

ント上回っている。 

 本年度の収納率を現年分と滞納繰越分に分けて比較すると、現年分は前年度より０．

１ポイント上回り、滞納繰越分は前年度より１．８ポイント上回っている。 

（単位：千円・％）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

7,503,549 7,658,116 7,769,052 8,371,974 8,181,971

7,302,645 7,457,046 7,578,105 8,192,681 8,020,304

97.3 97.4 97.5 97.9 98.0

358,129 401,909 430,105 429,770 414,118

52,192 61,187 62,753 62,419 67,616

119,374 126,604 144,319 151,988 146,739

14.6 15.2 14.6 14.5 16.3

7,861,678 8,060,025 8,199,157 8,801,744 8,596,088

7,354,837 7,518,233 7,640,858 8,255,100 8,087,920

93.6 93.3 93.2 93.8 94.1収納率

現年分

滞　納
繰越分 不納欠損額

調定額

収入額

収納率

収入額合 計

調定額

調定額

収入額

収納率

92.0

94.0

96.0

98.0

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

(%)

（百万円） 調定額 収入額 収納率
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５ 財産 

（１）総括 

財産としての公有財産（土地、建物、無体財産権、有価証券、出資による権利）、

物品、債権、基金の状況は、次のとおりである。 

 

（注）１ 数値は各年度末の現在高 
（注）２ 道路、橋梁及び河川は含まない。 
（注）３ 有価証券は額面金額を、物品は５０万円以上のものを記載した。 
 
（２）公有財産 

ア 土地（地積） 

 
 

公共用財産について、増の主な理由は、葛飾区四つ木二丁目８０番３号外を取得した

ものなどであり、減の主な理由は、東立石保育園敷地を普通財産にしたものなどである。 
普通財産について、増の主な理由は、（仮称）東立石四丁目保育園敷地を取得したも

のなどである。 

２９年度 ３０年度 元年度

土　地 1,753,791.18 ㎡ 1,755,763.43 ㎡ 1,757,272.46 ㎡

建　物 821,630.79 ㎡ 823,085.92 ㎡ 825,265.77 ㎡

無体財産権 4 件 4 件 4 件

有価証券 30,000,000 円 30,000,000 円 30,000,000 円

出資による権利 79,277,392 円 79,277,392 円 79,277,392 円

4,847 点 4,995 点 5,113 点

10,098,574,630 円 10,113,939,252 円 10,155,266,479 円

124,716,979,344 円 134,471,129,231 円 139,902,457,999 円

区　分

公
有
財
産

物　品

債　権

基　金

  （単位：㎡）

増 減

公　用 41,294.34 0.00 0.00 41,294.34

公共用 1,617,551.80 1,730.52 1,585.56 1,617,696.76

計 1,658,846.14 1,730.52 1,585.56 1,658,991.10

96,917.29 1,364.07 0.00 98,281.36

1,755,763.43 3,094.59 1,585.56 1,757,272.46

区　分 ３０年度末現在高
元年度中増減

元年度末現在高

行
政
財
産

普通財産

合　計
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イ 建物（延床面積） 

 

 

公共用財産について、増の主な理由は、小松中学校校舎を新築したことによるものな

どであり、減の主な理由は、児童会館の用途を廃止したことによるものなどである。 

普通財産について、増の主な理由は、小菅保育園園舎を普通財産にしたことによるも

のなどであり、減の主な理由は、新宿図書センターの取壊しを行ったことによるものな

どである。 

 

ウ 無体財産権 

 
 
商標権４件は、かつしか りー（Ｒｅｅ）ちゃん、葛飾区立図書館ロゴデザイン、Ｋ

ＡＴＳＵＳＨＩＫＡ町工場物語ロゴマーク及び町工場見本市（文字商標）である。 
 

エ 有価証券 

 
 
本年度末において保有している株券は、葛飾エフエム放送株式会社の株券（額面５万

円）の６００株である。 

（単位：㎡）

増 減

公　用 50,689.68 0.00 0.00 50,689.68

公共用 710,922.46 10,463.77 3,768.81 717,617.42

計 761,612.14 10,463.77 3,768.81 768,307.10

61,473.78 2,690.81 7,205.92 56,958.67

823,085.92 13,154.58 10,974.73 825,265.77

普通財産

合　計

区　分 ３０年度末現在高
元年度中増減

元年度末現在高

行
政
財
産

（単位：件）

増 減

4 0 0 4商標権

区　分 ３０年度末現在高
元年度中増減

元年度末現在高

（単位：円）

増 減

30,000,000 0 0 30,000,000株　券

区　分 ３０年度末現在高
元年度中増減

元年度末現在高
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オ 出資による権利 

 
 
本年度末における出資による権利の現在高は、７，９２７万７千円で、同年度中の増

減はない。 
 
 
（３）物品 

 
 
５０万円以上の物品は、本年度中の増は２９４点であり、減は１７６点である。 

 

（単位：円）

増 減

5,000,000 0 0 5,000,000

2,620,000 0 0 2,620,000

2,000,000 0 0 2,000,000

25,440,000 0 0 25,440,000

10,000,000 0 0 10,000,000

15,217,392 0 0 15,217,392

19,000,000 0 0 19,000,000

79,277,392 0 0 79,277,392合　計

区　分 ３０年度末現在高
元年度中増減

元年度末現在高

（公財）東京しごと財団

（公財）東京都農林水産振興財団

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター

（一財）道路管理センター

 葛飾区土地開発公社

（公財）暴力団追放運動推進都民センター

 地方公共団体金融機構

（単位：点）

増 減

4,995 294 176 5,113

元年度中増減
元年度末現在高

物　品

区　分 ３０年度末現在高
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（４）債権 

 
 
債権は、本年度中の貸付額１５億５８７万２千円から、償還などによる１４億６，４

５４万５千円を差し引いた結果、４，１３２万７千円の増となっている。 
 

（単位：円）

３０年度末 元年度末

現　在　高 増 減 現 在 高

24,390,694 0 5,527,727 18,862,967

2,985,240 0 49,800 2,935,440

2,796,400 85,000 650,500 2,230,900

23,447,454 0 3,386,941 20,060,513

58,941,000 10,137,000 23,502,000 45,576,000

108,880 0 33,240 75,640

9,942,856 0 457,143 9,485,713

294,040,800 11,942,000 41,033,416 264,949,384

7,057,050,928 963,707,996 843,622,002 7,177,136,922

2,541,000,000 520,000,000 546,000,000 2,515,000,000

45,235,000 0 282,000 44,953,000

54,000,000 0 0 54,000,000

10,113,939,252 1,505,871,996 1,464,544,769 10,155,266,479合　計

高額療養費貸付金

被災者応急資金貸付金

災害援護資金貸付金

奨学資金貸付金

土地開発公社貸付金

駐車場事業特別会計貸付金

母子及び父子福祉応急
小口資金貸付金

地域生活支援型入所施設
運営資金貸付金

高齢者住宅賃貸借保証金

女性福祉資金貸付金

区　分
元年度中増減

生業資金貸付金

同和対策生業資金貸付金
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（５）基金 

 

（注）１ 積立基金は、特定の財源を確保するために設けられた財産であり、定額運用基金は、

一定額の原資金を運用することで、特定の事務又は事業を運営するために設けられた

ものである。 
（注）２ 基金は、預金及び有価証券（市街地整備用地取得基金は、預金及び土地）で運用され

ている。預金の種別は、大口定期預金、譲渡性預金、普通預金などである。有価証券

は、各地方公共団体発行の公募地方債などである。積立基金は、預金、有価証券とも

に一括して管理運用を行っている。 
 
財政調整基金は、原資及び利子相当額２億５，９３８万９千円を積み立てた。 

 公共施設整備基金は、原資及び利子相当額３０億５０６万１千円を積み立て、奥戸総

合スポーツセンター大小体育館天井改修工事などの経費に充当するため、７億７，６０

０万円を取り崩して一般会計に繰り入れた。 

（単位：円）

３ ０ 年 度 末 元 年 度 末

現 在 高 積　立 取　崩 現 在 高

財政調整基金 14,384,299,990 259,388,991 0 14,643,688,981

公共施設整備基金 15,287,041,374 3,005,060,633 776,000,000 17,516,102,007

奨学資金積立基金 156,123,082 381,990 0 156,505,072

まちづくり基金 25,551,412,058 2,500,462,296 2,714,393,000 25,337,481,354

教育施設整備
積立基金

53,660,726,388 3,080,172,063 2,439,930,000 54,300,968,451

減債基金 1,273,017,891 163,948,863 549,000,000 887,966,754

介護保険給付
準備基金

2,408,398,146 946,238,014 600,000,000 2,754,636,160

駐車場事業
特別会計基金

7,457 0 0 7,457

住宅整備基金 1,187,495,106 533,278 0 1,188,028,384

総合庁舎整備基金 13,980,458,079 1,523,369,880 0 15,503,827,959

夢と誇りある
ふるさと葛飾基金

182,149,660 42,104,760 11,009,000 213,245,420

新金貨物線旅客化
整備基金

0 1,000,000,000 0 1,000,000,000

小　計 128,071,129,231 12,521,660,768 7,090,332,000 133,502,457,999

市街地整備用地
取得基金

6,000,000,000 0 0 6,000,000,000

公共料金支払基金 400,000,000 0 0 400,000,000

小　計 6,400,000,000 0 0 6,400,000,000

134,471,129,231 12,521,660,768 7,090,332,000 139,902,457,999

区　分
元年度中増減

積
 
 
 
立
 
 
 
基
 
 
 
金

定
額
運
用
基
金

合　計
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奨学資金積立基金は、指定寄附金３８万２千円を積み立てた。 
 
まちづくり基金は、原資及び利子相当額２５億４６万２千円を積み立て、新小岩駅南

北自由通路建設、連続立体交差事業などの経費に充当するため、２７億１，４３９万３

千円を取り崩して一般会計に繰り入れた。 
 
教育施設整備積立基金は、原資及び利子相当額３０億８，０１７万２千円を積み立て、

小松中学校改築建設工事、上平井中学校校舎・体育館外壁改修工事などの経費に充当す

るため、２４億３，９９３万円を取り崩して一般会計に繰り入れた。 
 
減債基金は、原資及び利子相当額１億６，３９４万９千円を積み立て、葛飾にいじゅ

くみらい公園の用地取得などのために起債した特別区債の償還経費に充当するため、５

億４，９００万円を取り崩して一般会計に繰り入れた。 
 
介護保険給付準備基金は、介護保険事業特別会計から原資及び利子相当額９億４，６

２３万８千円を積み立て、保険給付費に充当するため、６億円を取り崩して、同会計に

繰り入れた。 
 
住宅整備基金は、利子相当額５３万３千円を積み立てた。 
 
総合庁舎整備基金は、原資及び利子相当額１５億２，３３７万円を積み立てた。 
 
夢と誇りあるふるさと葛飾基金は、寄附金及び利子相当額４，２１０万５千円を積み

立て、福祉業務用車両購入費助成の経費に充当するため、１，１００万９千円を取り崩

して一般会計に繰り入れた。 
 
新金貨物線旅客化整備基金は、原資１０億円を積み立てた。 
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葛飾区各基金運用状況審査意見書



２葛監第５０号 

令和２年９月７日 

 

葛飾区長 青木 克德 殿 

 

葛飾区監査委員  今 關  総一郎 

同        遠 藤  勝 男 

同        安 西  俊 一 

同        上 村  やす子 

 

 

令和元年度（平成31年度）葛飾区各基金運用状況の審査意見について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４１条第５項の規定に基づき、令和元年

度（平成31年度）葛飾区市街地整備用地取得基金及び葛飾区公共料金支払基金の運用状

況を審査したので、次のとおり意見を付する。 

 





令和元年度（平成 31年度）葛飾区各基金運用状況審査意見 

 
１ 審査の対象 

審査の対象は、地方自治法第２４１条第５項に基づき、特定の目的のために定額

の資金を運用する以下の基金運用状況報告とした。 

令和元年度（平成 31年度） 葛飾区市街地整備用地取得基金運用状況報告 

同             葛飾区公共料金支払基金運用状況報告 

 

２ 審査の期間 

 令和２年８月３日から令和２年８月２４日まで 

 

３ 審査の方法 

基金運用状況の審査にあたっては、各基金の運用状況報告の計数を関係書類によ

り確かめるとともに、基金の運用及び管理が設置目的に従い確実かつ効率的に運用

されているかどうかについて審査した。 

 

４ 審査の結果  

各基金の運用状況報告の計数は、関係書類と照合した結果、誤りがないものと認

められた。また、各基金の運用及び管理についても、適正であると認められた。 

 

（１）市街地整備用地取得基金 

ア 基金現在高 

 
（注）現金現在高については、未払金 22,823,000 円を含む。 

 
運用収益として、預金利子１万 9 千円、土地貸付料４７万２千円を一般会計に繰り

入れた。 
 

イ 用地取得及び処分状況 

 

（単位：円）

３０年度末基金現在高 元年度末基金現在高土地残高現金現在高

6,000,000,000
  （6,108.00㎡)

6,000,000,000 2,810,353,288
3,189,646,712

面　積

金　額

面　積

金　額

10,651.33 ㎡

３０年度末累計

17,896.81 ㎡

1,468.15 ㎡

元年度中増減高

11,598,606,685 円

 330.67 ㎡ 18,227.48 ㎡

区　分 元年度末累計

338,151,473 円11,260,455,212 円
取　得

処　分
7,249,666,061 円 1,159,293,912 円 8,408,959,973 円

12,119.48 ㎡
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（２）公共料金支払基金 

ア 基金現在高 

 
  
運用収益として、預金利子２千円を一般会計に繰り入れた。 

 
イ 公共料金支払実績 

 
（注）基金回転率＝年間支払額合計÷基金額 
 

250,261,391 149,738,609 400,000,000

（単位：円）

現金現在高 各課未収金（債権） 

400,000,000

３０年度末基金現在高 元年度末基金現在高

電気料金

ガス料金

上下水道料金

電話料金

合　計

186,573,183

543,058,270

400,000,000

（単位：円）

元年度

基金額 400,000,000 400,000,000

区　分

550,394,308

２９年度 ３０年度

745,670,015

4.3 回

1,663,466,137 1,706,381,606

年
間
支
払
額

650,265,588

1,552,770,020

177,068,764

790,655,452

187,373,455

524,474,150

基金回転率 3.9 回 4.2 回

175,041,360 188,164,669 203,878,549

− 78 −



葛飾区健全化判断比率審査意見書



２葛監第５１号 

令和２年９月７日 

 

葛飾区長 青木 克德 殿 

 

葛飾区監査委員   今 關  総一郎 

同         遠 藤  勝 男 

同         安 西  俊 一 

同         上 村  やす子 

 

 

令和元年度（平成31年度）葛飾区健全化判断比率の審査意見について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項

の規定により審査に付された実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来

負担比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査した結果、次のとおり意

見を付する。 

 





令和元年度（平成 31年度）葛飾区健全化判断比率審査意見 

 

１ 審査の対象 

（１）実質赤字比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

（２）連結実質赤字比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

（３）実質公債費比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

（４）将来負担比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

２ 審査の期間 

  令和２年８月３日から令和２年８月２４日まで 

 

３ 審査の方法 

  審査は上記の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が適正

かを検証するため、決算諸表その他の帳票及び証拠書類との照合等を行うとともに、

関係部課から説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 
 

４ 審査の結果 

  審査に付された実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比

率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類の様式は、法令の規定に準拠して

作成されており、関係帳票及び証拠書類等を照合した結果、計数は正確で誤りのない

ものと認められた。 

 

５ 健全化判断比率 

（１） 葛飾区の状況                         （単位：％） 

  

健全化判断比率

年　度

― ― △1.8 ―

― ― △0.1 ―

（注）１　実質赤字比率・連結実質赤字比率は、赤字額が生じていないため「－」にて記載
　　　２　将来負担比率については、実質的な負債の標準財政規模等に対する比率は、将来
　　　　負担額を上回る充当可能財源があり理論上の計算が成り立たない状況である。

元年度

３０年度

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

 
   
（２）参考数値（地方公共団体の財政の健全化に関する法律・同施行令） 

  

（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

11.25 16.25 25.0 350.0

① 早期健全化基準
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（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

20.00 30.00 35.0

② 財政再生基準

（注）１　地方公共団体は、健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、
　　　　実質公債費比率及び将来負担比率）のいずれかが①の早期健全化基準以上
　　　　である場合、当該健全化判断比率を公表した年度の末日までに、「財政健
　　　　全化計画」を定めなければならない。
　　　２　再生判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率）
　　　　のいずれかが②の財政再生基準以上である場合、当該再生判断比率を公表
　　　　した年度の末日までに、「財政再生計画」を定めなければならない。

 

６ 健全化判断比率の分析 

（１）実質赤字比率 

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率は、前年度の８．４

３％に比べて１．７９ポイント上回って１０．２２％の黒字となっている。 

  ※ 「一般会計等」とは、「一般会計」と「用地特別会計」などを合わせたもので、全国の自治体の決算

数値を比較分析するために収支調整した、いわゆる決算統計における「普通会計」に相当する範囲及

び計上方法に基づいている。 

 
（２）連結実質赤字比率 

一般会計等及び国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計、介護保

険事業特別会計、駐車場事業特別会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する

比率は、前年度の９．３５％に比べて１．４８ポイント上回って１０．８３％の黒字

となっている。 
 

（３）実質公債費比率 

一般会計等及びその他の特別会計を対象とした元利償還金及び準元利償還金並びに

葛飾区が出資する特別区人事・厚生事務組合及び東京二十三区清掃一部事務組合の起

債に充てたと認められる負担金等の標準財政規模等に対する比率（３か年平均）は、

前年度の△０．１％に比べて１．７ポイント下回って△１．８％となっている。 
 

（４）将来負担比率 

一般会計等及びその他の特別会計、葛飾区が出資する特別区人事・厚生事務組合等

及び葛飾区土地開発公社が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模等に対する比

率は、将来負担額を上回る充当可能財源があり理論上の計算が成り立たない状況と 

なっている。これは、昨年度も同様の状況であった。 
  

（５）まとめ 

健全化判断比率の状況は、昨年度に続き極めて健全な財政状況にあることが示され

ている。 
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